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第一部【企業情報】 

  
第１【企業の概況】 

  
１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 
回次 第125期中 第126期中 第127期中 第125期 第126期 

会計期間 

自平成12年 

４月１日 

至平成12年 

９月30日 

自平成13年 

４月１日 

至平成13年 

９月30日 

自平成14年 

４月１日 

至平成14年 

９月30日 

自平成12年 

４月１日 

至平成13年 

３月31日 

自平成13年 

４月１日 

至平成14年 

３月31日 

売上高（百万円） 166,542 152,391 155,118 352,611 310,828

経常損益（百万円） 6,192 －1,137 -4,944 15,309 －6,116

中間（当期）純損益（百万円） 25,219 －5,423 -2,882 25,415 －23,112

純資産額（百万円） 202,221 188,932 157,260 200,039 169,057

総資産額（百万円） 423,328 367,185 367,728 410,831 353,899

１株当たり純資産額 824円72銭 770円48銭 666円96銭 815円78銭 697円10銭

１株当たり中間（当期）純損益 102円86銭 －22円12銭 －11円94銭 103円66銭 －94円57銭

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 
－ － － － －

自己資本比率（％） 47.77 51.45 42.76 48.69 47.77

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
2,035 19,486 3,359 －2,445 20,483

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
20,002 －4,654 3,823 12,409 －4,374

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
－12,319 －14,112 －6,529 －19,202 －22,937

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
69,356 51,581 46,254 50,759 43,994

従業員数（人） 18,119 18,214 17,905 18,504 17,244

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、新株引受権付社債及び 
転換社債を発行していないため記載していません。また、127期中については、 
新株予約権付社債等潜在株式がないため記載していません。 

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれて 
いません。 
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(2)提出会社の経営指標等 
回次 第125期中 第126期中 第127期中 第125期 第126期 

会計期間 

自平成12年 

４月１日 

至平成12年 

９月30日 

自平成13年 

４月１日 

至平成13年 

９月30日 

自平成14年 

４月１日 

至平成14年 

９月30日 

自平成12年 

４月１日 

至平成13年 

３月31日 

自平成13年 

４月１日 

至平成14年 

３月31日 

売上高（百万円） 91,442 85,740 83,983 202,753 170,935

経常損益（百万円） 4,184 139 －1,904 9,553 －712

中間（当期）純損益（百万円） 15,553 －9,134 －1,397 24,592 －13,305

資本金（百万円） 32,306 32,306 32,306 32,306 32,306

発行済株式総数 245,684千株 245,684千株 243,041千株 245,684千株 243,041千株

純資産額（百万円） 192,892 183,805 167,460 198,931 175,165

総資産額（百万円） 331,767 301,023 295,968 346,404 292,284

１株当たり純資産額 785円12銭 748円14銭 708円86銭 809円71銭 720円96銭

１株当たり中間（当期）純損益 63円31銭 －37円18銭 －5円78銭 100円10銭 －54円35銭

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益 
－ － － － －

１株当たり中間（年間）配当額 3円75銭 3円75銭 3円75銭 12円50銭 7円50銭

自己資本比率（％） 58.1 61.1 56.6 57.4 59.9

従業員数（人） 4,692 4,844 5,143 4,616 4,682

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、新株引受権付社債及び 
転換社債を発行していないため記載していません。また、127期中については、 
新株予約権付社債等潜在株式がないため記載していません。 

２．売上高には、消費税等は含まれていません。 
  

２【事業の内容】 

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容

について、重要な変更はありません。なお、当中間連結会計期間における、主要な関係会社の

異動は次の通りです。 
  
 （計測制御情報機器事業） 
  安藤電気株式会社が持分法適用会社から連結子会社へ異動しております。 
 （その他の事業） 
  特に変更はありません。 
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３【関係会社の状況】 

  当中間連結会計期間における、以下の会社が持分法適用会社から連結子会社に異動しました。 

名称 住所 
資本金 

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有

割合（％）
関係内容 

安藤電気㈱ 
東京都大田

区 
9,877 

計測制御情報機

器事業 
46.8 

光通信用測定器等、各種

電子測定機器の開発,設

計,製造及び販売 

役員の兼任等…有 

資金の援助 …有 

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業部門の名称を記載しています。 

   ２．特定子会社に該当します。 
   ３．持分は 100分の 50以下ですが、実質的に支配しているため子会社としました。 
   ４．有価証券報告書を提出しています。 
 
４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 
  平成14年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

計測制御情報機器事業 17,221  

その他の事業 513  

全社（共通） 171  

合計 17,905  

 （注）１．従業員数は就業人員を記載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない 
管理部門に所属しているものです。 

  
(2)提出会社の状況 

  平成14年９月30日現在

従業員数（人） 5,143 

 （注） 従業員数は就業人員であり、嘱託、専門社員等 59 人、出向受入者 370 人を含み、
他社への出向者 1,252 人を含んでいません。 

  
(3)労働組合の状況 

 グループの労働組合には、JAM 横河電機労働組合他が組織されています。提出会社で形
成されている JAM横河電機労働組合の平成 14年９月 30日現在における組合員数は 4,749 
人で、上部団体の JAM東京に加盟しています。 
 なお、労使関係は安定しています。 
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第２【事業の状況】 

  
１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間では、プラント向け制御システムを中心とする「制御ビジネス」は、海

外市場に置いては好調に推移しましたが、設備投資の抑制が依然として続いている国内とし

て続いている国内市場では売上が低迷しました。 
このような厳しい環境のもの、当社グループでは既存部門の強化による売上拡大と新市場開

拓による売上拡大を実現させるため、新しい組織体制による拡販戦略を展開して「入り（売

上）の拡大」に努めました。各事業部門の強化に必要な人的リソースを投入するため、グル

ープ本社機能の業務に携わる人員の大幅なスリム化と、グループ全体で間接業務に携わって

る人員の各事業部へのシフトを大規模に実施しました。 
この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高は 155,118 百万円と前年同期比で 2,727
百万円増（1.8％増）と微増にとどまりましたが、営業損失は 2,712百万円（前年同期 営業利
益 1,581百万円）、中間純損失は 2,882百万円（前年同期中間純利益 5,423百万円）と大変厳
しい結果となりました。 
事業部門別の業績は以下のとおりです。 
イ. 計測制御情報機器事業 
制御ビジネスにおいては設備投資の低迷が続く国内市場で伸び悩みましたが、海外市場

で売上が堅調に推移しました。一方、計測機器ビジネスにおいては、半導体及び通信機

器業界の世界的不況の影響から大幅な収益減を余儀なくされました。また、情報サービ

スビジネスにおいては、医療向け情報システムビジネスとともに、製造業向けのシステ

ムソリューションビジネスを積極的に推進し、収益の改善を図りました。これらの結果、

売上高は 153,136百万円（前年同期比 4.8％増）となりました。 
ロ. その他の事業 
その他のビジネスにおいては、特記すべき事項はありませんが、売上高は 1,982 百万円
（4,321百万円減）となりました。 

 
所在地別セグメントの業績は以下のとおりです。 
イ. 日本 
売上高は 119,309百万円（前年同期比 1.7％増）となりましたが、コスト削減の結果、営
業損失は 4,711百万円となりました。 

ロ. アジア 
売上高は 11,742 百万円（前年同期比 3.4％減）となりましたが、コスト削減の結果、営
業利益は 1,114百万円（前年同期比 130.9％増）と大幅な増加となりました。 
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ハ. 欧州 
売上高は 10,723 百万円（前年同期比 12.9％増）となりました。営業利益は 465 百万円
（前年同期比 7.1％増）となりました。 

ニ. 北米 
計測機器ビジネスの売上が減少し、売上高は 8,698百万円（前年同期比 6.1％減）となり
ましたが、コスト削減の結果、営業利益は 75百万円となりました。 

ホ. その他の地域 
中東を含むその他の地域では設備投資が活発化した影響から売上高は 4,645 百万円（前
年同期比 10.6％増）となりました。営業利益は 201百万円（前年同期比 18.0％増）とな
りました。 

 
(2)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引等調整

前中間純利益は 827 百万円と伸び悩んだことにより、株式売却による収入がありましたが、
当中間連結会計期間末残高は 46,254百万円と、前連結会計年度末より 2,259百万円の微増に
とどまりました。 
当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 
（営業活動におけるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果得られた資金は、3,359 百万円（前年同期比 16,126 百万円減）となりまし
た。 
（投資活動におけるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果得られた資金は、3,823百万円（前年同期比 8,477百万円増）となりました。 
これは主に平成 14年４月に関連会社であった横河ジョンソンコントロールズ株式会社の株
式売却によるものです。 
（財務活動におけるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果減少した資金は、6,529百万円（前年同期比 7,582百万円増）となりました。 
これは主に自己株式の取得による支出の 5,112百万円を反映したものです。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

事業部門の名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前年同期比（％） 

計測制御情報機器事業（百万円） 151,018 4.0 

その他の事業（百万円） 661 －80.1 

合計（百万円） 151,680 2.1 

 （注）１．金額は販売価格によっています。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

事業部門の名称 
受注高 

（百万円） 

前年同期比 

（％） 

受注残高 

（百万円） 

前年同期比 

（％） 

計測制御情報機器事業 175,475 14.4 113,102 15.5 

その他の事業 2,275 －64.3 431 －6.9 

合計 177,751 11.2 113,533 15.4 

  
(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

事業部門の名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前年同期比（％） 

計測制御情報機器事業（百万円） 153,136 4.8 

その他の事業（百万円） 1,982 -68.5 

合計（百万円） 155,118 1.8 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２．総販売実績に対する販売割合が 10％以上の相手先はありません。 
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３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題につ

いて重要な変更はありません。 
なお、前連結会計年度に掲げた課題については、当社グループは以下のとおり取り組んでま

いります。 
（１）“健全で利益ある経営”の実現を目標とする YOKOGAWA グループの新長期経営構想
「VISION-21＆ACTION-21」に基づき、制御ビジネスの経営効率化による収益性向上を図る
ことによって、安定的に高収益を確保する事業経営構造をグローバルに構築します。設備投資

が依然として冷え込んでいる国内市場とは対照的に、技術、品質、グローバル体制など、当社

の総合力に対する認知と評価が海外の大手顧客に広がっており、海外市場において事業が好調

に推移しています。この好機を逃すことなく、引き続き海外市場での受注拡大に注力してまい

ります。また、国内市場においては、リプレース需要の積極的掘り起こしにより売上拡大に努

力します。 
（２）新長期経営構想「VISION-21＆ACTION-21」に基づき、半導体分野や光通信分野、さ
らに情報サービス分野など、将来繁栄する市場や成長する事業にリソースをシフトすることに

よって事業構造を大きく変え、計測機器ビジネスおよび情報サービスビジネスの事業拡大を加

速させ、高収益を生み出すグループ経営体質を実現します。半導体テスタ事業については、市

場の本格的立ち上がりに向けて製品開発を鋭意進めております。特に、安藤電気株式会社から

当社に統合しましたメモリーテスタ製品を含め、ＳｏＣ（System-on-a-Chip）テスタ市場を積
極的に開拓し、顧客ニーズに適確に対応したテスタ事業戦略を進めてまいります。測定器事業

においても、通信向け測定器の専業メーカとなりました安藤電気株式会社を含め、グループで

製品ラインアップを拡充・強化して、売上の増大を図る方針です。情報サービスビジネスにお

いては、医療向け情報システム事業の拡大を進めるとともに、製造業向け情報ソリューション

事業拡大のさらなる加速、ネットワークセキュリティー事業等の新規事業の早期育成を図りま

す。 
（３）グループ連結利益の最大化を目指して、子会社等の再編・統合を引き続き推進し、グル

ープ経営体制・仕組みの整備も含め、グループ連結利益の最大化を実現するための取り組みを

おこないます。 
（４）構造改革推進の一環として管理職を対象に平成 13年 10月からスタートしました付加価
値貢献度に応じた給与制度に加え、当中間連結会計期間に実施しましたグループ本社機能に携

わる人員の大幅なスリム化、さらに、2003年度末を目途とする国内工場の抜本的再編の実施、
本年 10 月１日に中国蘇州に設立しました中国地域統括会社の立ち上げによるグローバル生産
体制の再編など、“健全で利益ある経営”を実現するための経営構造改革を今後も強力に推し

進めます。 
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４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりです。 
 株式の交換に係わる契約 
当社と安藤電気株式会社は、電子計測器事業における両社の発展をより一層加速させる目的

で、平成 14年５月 14日に株式交換契約を締結し、同年６月 27日開催の定時株主総会におい
て株式交換契約書が承認されました。 
株式交換の概要は、以下のとおりです。 
①株式交換の内容 
 当社を完全親会社とし、安藤電気株式会社を完全子会社とします。 
 ②株式交換の日 
 平成 14年 10月１日 
 ③交換比率 
  安藤電気株式会社の普通株式１株につき、当社の普通株式 0.53 の割合を持って割当交付し
ます。 
 なお、交換により増加する発行済株式数、安藤電気株式会社の概要等については、 
「第５ 経理の状況１．中間連結財務諸表等（重要な後発事象）及び２．中間財務諸表等（重

要な後発事象）」に記載のとおりです。 
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５【研究開発活動】 

当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発体制は、当社Ｒ＆Ｄセンターと各事業部技

術部及び各子会社技術部並びに株式会社横河総合研究所が開発のフェーズとタイミングによ

り機能分担し、コンカレントエンジニアリングを基本としており、この体制の下に、Ｒ＆Ｄセ

ンターは基盤技術及び将来の商品開発につながる先端技術の取得を担当し、当社各事業部技術

部及び各子会社技術部は直接商品開発につながる研究開発を行っています。また、株式会社横

河総合研究所は、主として当社グループ各社の技術開発支援を行っています。 
この研究開発体制により、ＥＴＳ（Enterprise Technology Solution）コンセプトを実現
し、ユーザーのＴＣＯ（トータル運用管理コスト）削減に貢献する様々な商品開発につながる

研究開発に取り組んでいます。 
当中間連結会計期間における研究開発費の総額は 12,680 百万円です。なお、事業の部門別
の研究開発活動の状況は次のとおりです。 
  

(1）計測制御情報機器事業 
 制御分野では、高い信頼性と高度で集中した制御機能が求められる市場に対して、従来よ

り統合生産制御システム「CENTUM CS3000」を提供してまいりましたが、21世紀の市場要
求であるシステムの柔軟性とオープン性を備えた究極の統合生産制御システム「CENTUM 
CS3000 R3. 03」と生産制御システム「CENTUM CS1000 R3. 03」開発、発売しました。今
回の製品では業界で初めて、OS に Windows XP を採用するとともに、オペレータコンソー
ルのモニタを LCD化しました。また、米国 FDA（Food & Drug Administration）の定めた
医薬品の製造にかかわる電子記録、電子署名に関する規則“21CFR Part11”に準拠した機能
を強化しております。 
 また、新たによりオープンな拡張性と柔軟性を求める市場対して、新コンセプト「ネット

ワークベース・コントロールシステム（NCS）」を打ち出し、それを実現する製品として昨年
「STARDOM」を開発しましたが、今回、ネットワークベースで設備を遠隔監視制御できる
アプリケーションパッケージ「eCUBE（イーキューブ）」やWeb上で広域に点在する対象を
監視制御できる中小規模上下水道設備用監視制御システム「Simplesight on Web」を開発し、
ＮＣＳの実績を拡大してまいりました。 
 これにより、当社は統合生産制御システムとＮＣＳをＩＡシステムの両輪として、21 世紀
の世界のＩＡシステム市場のトップリーダーを目指します。 

  
 将来の成長が期待される半導体・通信分野で当社と安藤電気株式会社は、これまでの両社

協業の成果をさらに発展させ、グループとして事業をより大きく拡大させていくため、安藤

電気株式会社は当社の 100％出資のグループ会社となります。機動的に事業を運営していく体
制として、事業譲渡による統合を合意し、10 月１日から新たにスタートをすることとなりま
した。安藤電気株式会社のハンドラを含むテスタ事業を当社が事業譲り受け、当社は、メモ

リ、ミックスド、ロジックのすべてのテスタをカバーする半導体テストソリューション事業

をグローバルに推進します。また、当社の通信向け測定器事業は安藤電気株式会社に事業譲

渡します。安藤電気株式会社は従来からのフォトニクス、デジタル通信、ネットワークに、 
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新たにワイヤレスを加え、通信事業分野全体に、トータルなテストソリューションを提案す

る通信測定器メーカとして、事業推進します。これにより、計測事業領域で世界トップ 3 を
目指します。 
 測定器分野の製品開発では、ディジタルＡＶ機器やマルチメディア機器市場に向けて、従

来のベストセラーオシロスコープ機「DL1500シリーズ」の後継機として世界最長のメモリを
搭載したミドルレンジデジタルオシロスコープの新シリーズ「DL1640」・「DL1640L」を、
また自動車・メカトロ市場に向けては１ギガワードの大容量メモリを装備した波形測定器

「DL750 ScopeCorder(スコープコーダ)」開発・発売しました。また、次世代光ディスク市場に

向けては、高速・大容量の新モデルタイムインターバルアナライザ「TA720」を開発・発売
致しました。 

  
情報技術分野では、ネットワーク不正侵入に対する不正侵入検知システムとしてファイアウ

ォールソフトウエアで世界トップシェアを持つイスラエルのチェック・ポイント・ソフトウ

ェア・テクノロジーズ社が開発したファイアウォールソフトウエア「VPN-1/FireWall-1」を
搭載した専用アプライアンスモデル、ファイアウォールシステム「IW360」「IW660」を開発・
発売致しました。また、次世代の通信で必須となる IPv6ネットワークに対応して IPv6、IPv4
双方向の通信を仲介するトランスレータ IPv6／IPv4トランスレータ「TTB3000シリーズ」
を開発・発売するとともに、IPv6 対応機器をネイティブで管理できる世界初の汎用製品総合
ネットワーク管理ソフトウエア「LMaT－AR」を開発・発売致しました。 
医療機器分野では、脳磁計測システム「PQ1160C」を開発・出荷致しました。「PQ1160C」
は、最先端技術の磁気センサ SQUID（超伝導量子干渉素子）を、患者の頭部を 160か所の世
界最高密度に配置し、脳神経の活動に伴って発生する微弱な磁場を高感度で測定します。脳

腫瘍や脳血管障害患者の脳機能検査や、てんかん患者の焦点診断、感覚器疾患の客観的な検

査、痴呆症やアルツハイマー病の症状や治療効果の診断、など脳の機能診断に用いられます。 
当事業に係る研究開発費は 12,680百万円です。 
  

(2）その他の事業 
当事業では研究開発活動は行っておりません。 
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第３【設備の状況】 

  
１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、安藤電気株式会社を持分法適用会社から連結子会社に異動

した事に伴い、新たに当社グループの主要な設備となりました。当該設備の状況は以下の通

りです。 
（１）国内子会社 

            （平成14年９月30日現在）

帳簿価額（百万円） 

事業所名 

（所在地） 

事業部門の

名称 
設備の内容 

建物及び

構築物 

機械装置

及び運搬

具 

土地 

（面積㎡）

工具器具及

び備品 
合計 

従業員数

（人） 

安藤電気㈱ 

本社事務所 

（東京都大田

区） 

計測制御情報

機器事業及び

全社的管理業

務・販売業務 

計測制御情報

機器等の開発

及び製造設備

他 

147 203 
37 

(5,440)
443 832 452 

安藤電気㈱ 

湖西事業場 

（静岡県湖西

市） 

計測制御情報

機器事業 

計測器技術開

発及び製造設

備 

448 34 
31 

(17,887)
211 726 236 

安藤電気㈱ 

浜北事業場 

（静岡県浜北

市） 

計測制御情報

機器事業 

計測器技術開

発及び製造設

備 

914 211 
910 

(44,573)
29 2,066 35 

（注）１．帳簿価額の金額には、消費税等を含んでおりません。 

   ２．現在休止中の主要な設備はありません。 
  
２【設備の新設、除却等の計画】 

  （１）新設 
   当中間連結会計期間において新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりでありま

す。 

投資予定金額  着手及び完了 

予定年月日 

 

会社名 

事業所名 
所在地 

事業部門の 

名称 
設備の内容

総額
既支

払額

資金調達

方法 

着手 完了  

横河電機 

（蘇州） 
有限公司 

中国 

蘇州市 

計測制御情

報 

機器事業 

計測制御

情報機器

の製造 

1,600
百万円
－
自己 

資金 

平成 15年 
２月 

平成 15年 
 

８月 
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第４【提出会社の状況】 

  
１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 
種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 483,735,000 

計 483,735,000 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めて

います。 

  
②【発行済株式】 

種類 

中間会計期間末現在発

行数（株） 

（平成14年９月30日） 

提出日現在発行数（株）

（平成14年12月20日）

上場証券取引所名又

は登録証券業協会名 
内容 

普通株式 243,041,012 253,967,991 

㈱東京、㈱大阪、㈱名古

屋、福岡及びアムステル

ダム各証券取引所 

㈱東京、㈱大阪、㈱名古

屋は市場第一部 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式

計 243,041,012 253,967,991 － － 

  
(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 
  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 

発行済株式

総数増減数 

（千株） 

発行済株式

総数残高 

（千株） 

資本金増減

額（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金

増減額 

（百万円） 

資本準備金

残高（百万

円） 

平成14年４月１日 

～ 

平成14年９月30日 

－ 243,041 － 32,306 － 35,020

 （注） 平成 14年 10月 1日から平成 14年 11月 30日までの間に、株式交換により 
発行済株式総数が 10,926千株、資本準備金が 234百万円増加しています。 
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(4）【大株主の状況】 
    平成14年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合（％）

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13－１ 22,951 9.44 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目２－２ 19,272 7.93 

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８－11 18,234 7.50 

ＵＦＪ信託銀行株式会社

（信託勘定Ａ口） 
東京都千代田区丸の内一丁目４－３ 12,873 5.30 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11－３ 11,212 4.61 

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦三丁目21－24 8,500 3.50 

横河電機株式会社 東京都武蔵野市中町二丁目９－32 6,802 2.80 

みずほ信託退職給付信託 

みずほコーポレート銀行口

再信託受託者資産管理サー

ビス信託 

東京都中央区晴海一丁目８－12 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィ

スタワーＺ棟 

6,643 2.73 

日動火災海上保険株式会社 東京都中央区銀座五丁目３－16 4,694 1.93 

みずほ信託退職給付信託 

みずほ銀行口再信託受託者

資産管理サービス信託 

東京都中央区晴海一丁目８－12 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィ

スタワーＺ棟 

4,617 1.90 

計 － 115,801 47.65 
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(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 
  平成14年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － －   

議決権制限株式（自己株式等） － －   

議決権制限株式（その他） － －   

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 7,259,000 － 

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 232,953,000 232,942 同上 

単元未満株式 普通株式 2,829,012 － 同上 

発行済株式総数 243,041,012 － － 

総株主の議決権 － 232,942 － 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１万１千株

含まれています。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る

議決権の数 11個は含まれていません。 
 
②【自己株式等】 

      平成14年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 

自己名義所

有株式数

（株） 

他人名義所

有株式数

（株） 

所有株式数

の合計（株） 

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合 

（％） 

横河電機株式会社 
東京都武蔵野市中町

二丁目９－32 
6,802,000 － 6,802,000 2.80

横河商事株式会社 
東京都目黒区下目黒

一丁目２－18 
446,000 － 446,000 0.18

横河電陽株式会社 
富山県富山市永楽町

32－13 
11,000 － 11,000 0.00

計 － 7,259,000 － 7,259,000 2.99
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２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

月別 平成14年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,127 1,199 1,115 1,010 873 813 

最低（円） 961 1,034 871 860 700 730 

 （注） 最高・最低株価は、㈱東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

  
３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異

動はありません。 
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第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間連結会計期間（平成13年４月１日から平成13年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間会計期間（平成13年４月１日から平成13年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しています。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成13年４月１日から平成13年９

月30日まで）及び前中間会計期間（平成13年４月１日から平成13年９月30日まで）並びに当中間連結会計期

間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９

月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けてい

ます。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

（平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成14年９月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成14年３月31日） 

区分 

注

記 

番

号 

金額（百万円） 
構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

（資産の部）             

Ⅰ 流動資産             

１．現金及び預金 ※３ 30,964   38,743   30,003    

２．受取手形及び売

掛金 

※４,

５ 
88,090   94,675   96,895    

３．有価証券   23,533   7,629   14,382    

４．たな卸資産   40,619   48,011   35,938    

５．その他   15,874   17,704   18,022    

６．貸倒引当金   －1,317   －994   －1,299    

流動資産合計    197,765 53.9  205,769 56.0  193,943 54.8

Ⅱ 固定資産             

(1）有形固定資産 
※１, 

３ 
          

１．建物及び構築

物 
  41,332   40,315   40,146    

２．その他   33,774   37,170   32,922    

有形固定資産合

計 
   75,107 20.4  77,486 21.1  73,068 20.6

(2）無形固定資産             

１．連結調整勘定   253   71   142    

２．その他   11,521   12,543   11,761    

無形固定資産合

計 
   11,775 3.2  12,614 3.4  11,903 3.4

(3）投資その他の資

産 
            

１．投資有価証券 ※３ 48,024   38,381   40,325    

２．その他   34,965   34,386   35,253    

３．貸倒引当金   －477   －910   －606    

投資その他の資

産合計 
   82,512 22.5  71,857 19.5  74,972 21.2

固定資産合計    169,394 46.1  161,958 44.0  159,945 45.2

Ⅲ 繰延資産    25 0.0  － 0.0  11 0.0

資産合計    367,185 100.0  367,728 100.0  353,899 100.0
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前中間連結会計期間末 

（平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成14年９月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成14年３月31日） 

区分 

注

記 

番

号 

金額（百万円） 
構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

(負債の部）            

Ⅰ 流動負債            

１．支払手形及び買

掛金 

※３，

５ 
23,077   27,601   28,890   

２．短期借入金 ※３ 9,120   12,152   6,657   

３．社債（一年以内

償還予定） 
  10,000   10,000   22,000   

４．賞与引当金   5,801   6,720   6,791   

５．その他   31,032   39,857   36,960   

流動負債合計    79,031 21.5  96,331 26.2  101,299 28.6

Ⅱ 固定負債            

１．社債   32,000   30,000   20,000   

２．長期借入金 ※３ 18,946   32,039   16,794   

３．退職給付引当金   43,566   44,439   38,914   

４．その他の引当金   940   1,051   1,110   

５．その他   1,568   4,009   3,821   

固定負債合計    97,021 26.4  111,540 30.3  80,641 22.8

負債合計    176,052 47.9  207,872 56.5  181,940 51.4

（少数株主持分）            

少数株主持分    2,200 0.6  2,595 0.7  2,901 0.8

（資本の部）            

Ⅰ 資本金    32,306 8.8  － －  32,306 9.1

Ⅱ 資本準備金    35,020 9.6  － －  35,020 9.9

Ⅲ 連結剰余金    125,991 34.3  － －  104,814 29.6

Ⅳ その他有価証券評

価差額金 
   1,600 0.4  － －  1,114 0.3

Ⅴ 為替換算調整勘定    －5,840 －1.6  － －  －3,991 －1.1

Ⅵ 自己株式    －25 －0.0  － －  －85 －0.0

Ⅶ 子会社の所有する

親会社株式 
   －121 －0.0  － －  －121 －0.0

資本合計    188,932 51.5  － －  169,057 47.8

Ⅰ 資本金    － －  32,306 8.8  － －

Ⅱ 資本剰余金    － －  35,020 9.5  － －

Ⅲ 利益剰余金    － －  101,024 27.5  － －

Ⅳ その他有価証券評

価差額金 
   － －  －195 －0.0  － －

Ⅴ 為替換算調整勘定    － －  －5,565 －1.5  － －

Ⅵ 自己株式    － －  －5,329 －1.5  － －

資本合計    － －  157,260 42.8  － －

負債、少数株主持

分及び資本合計 
   367,185 100.0  367,728 100.0  353,899 100.0
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②【中間連結損益計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

区分 

注

記 

番

号 

金額（百万円） 
百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比

（％）

Ⅰ 売上高    152,391 100.0  155,118 100.0  310,828 100.0

Ⅱ 売上原価    100,945 66.3  102,478 66.0  209,759 67.5

売上総利益    51,446 33.7  52,640 34.0  101,068 32.5

Ⅲ 販売費及び一般管理

費 
※１  49,864 32.7  55,353 35.7  99,323 31.9

営業利益又は 

営業損失 
   1,581 1.0  －2,712 －1.7  1,744 0.6

Ⅳ 営業外収益            

１．受取利息   306   257   689   

２．受取配当金   1,274   238   2,139   

３. 持分法による投資

利益 
  －   467   －   

４．その他   656 2,236 1.5 597 1,561 1.0 2,042 4,871 1.5

Ⅴ 営業外費用            

１．支払利息   890   965   1,852   

２．たな卸資産処分損   921   352   1,230   

３．為替差損   321   1,418   －   

４．損害賠償金   681   －   －   

５．持分法による投資損

失 
  1,343   －   5,234   

６．その他   797 4,955 3.2 1,057 3,793 2.5 4,416 12,733 4.1

経常損失    1,137 －0.7  4,944 －3.2  6,116 －2.0

Ⅵ 特別利益            

１．投資有価証券売却益   60   7,049   396   

２．固定資産売却益   510   313   621   

３．その他   167 738 0.5 207 7,571 4.9 287 1,305 0.4

Ⅶ 特別損失            

１. 固定資産売却損   －   329   88   

２. 固定資産除却損   －   282   676   

３．投資有価証券評価損   2,288   599   5,857   

４．その他   1,257 3,546 2.4 587 1,799 1.2 9,370 15,993 5.1

税金等調整前中間

（当期）純利益又は

純損失 

   －3,945 －2.6  827 0.5  －20,803 －6.7

法人税、住民税及び

事業税 
  1,464   1,016   2,652   

法人税及び住民税

還付金 
  10   20   11   

法人税等調整額   －146 1,307 0.9 2,646 3,642 2.3 －793 1,848 0.6

少数株主利益    170 0.1  67 0.0  460 0.1

中間（当期）純損失    5,423 －3.6  2,882 -1.8  23,112 －7.4
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 ③【中間連結剰余金計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日）

前連結会計年度の連結

剰余金計算書 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日）

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 連結剰余金期首残高   133,697    133,697

Ⅱ 連結剰余金増加高        

１．その他の増加高   17 17 － － － －

Ⅲ 連結剰余金減少高        

１．配当金   2,145  －  3,065  

２．役員賞与   103  －  115  

３．連結除外による減

少高 
  －  －  95  

４．持分法適用会社の

増加による減少高 
  13  －  13  

５．通貨変動による減

少高 
※１ 19  －  33  

６．その他の減少高   19 2,300 － － 2,448 5,771

Ⅳ 中間（当期）純損失   5,423  －  23,112

Ⅴ 連結剰余金中間期末

（期末）残高 
  125,991  －  104,814

         

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高        

資本準備金期首残

高 
  － － 35,020 35,020 － －

Ⅱ 資本剰余金中間期末

（期末）残高 
  －  35,020  －
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前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日）

前連結会計年度の連結

剰余金計算書 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日）

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（利益剰余金の部）         

Ⅰ 利益剰余金期首残高         

連結剰余金期首残

高 
  － － 104,814 104,814 － －

Ⅱ 利益剰余金増加高         

１．その他の増加高   －  95 95 －  

Ⅲ 利益剰余金減少高         

１．配当金   －  909  －  

２．役員賞与   －  33  －  

３．当期純損失   －  2,882  －  

４．その他の減少高   － － 61 3,886 － －

Ⅳ 利益剰余金中間期末

（期末）残高 
   －  101,024  －
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日）

前連結会計年度の要約

連結キャッシュ・フロー

計算書 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日）

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
     

税金等調整前中間

（当期）純利益又は

純損失 

  －3,945 827 －20,803 

減価償却費   6,338 7,111 13,964 

連結調整勘定償却

額 
  148 71 370 

貸倒引当金の増減

額 
  －85 191 －35 

退職給付引当金の

減少額 
  －4,982 －2,297 －9,675 

賞与引当金の減少

額 
  －2,523 －25 －1,568 

受取利息及び受取

配当金 
  －1,580 －496 －2,829 

支払利息   890 965 1,852 

持分法による投資

損益 
  1,343 －467 11,811 

投資有価証券売却

益 
  －49 －7,049 －67 

売上債権の減少額   28,750 12,720 20,062 

たな卸資産の増減

額 
  2,660 －2,171 8,768 

仕入債務の減少額   －12,443 －4,639 －8,722 

その他   2,000 306 3,344 

小計   16,523 5,046 16,471 

利息及び配当金の

受取額 
  1,793 242 4,381 

利息の支払額   －1,096 －921 －2,128 

法人税等の支払又

は還付額 
  2,266 －1,007 1,758 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
  19,486 3,359 20,483 
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前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日）

前連結会計年度の要約

連結キャッシュ・フロー

計算書 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日）

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
     

定期預金の預入に

よる支出 
  －280 －4 －1,417 

定期預金の払戻に

よる収入 
  36 274 2,603 

有形固定資産の取

得による支出 
  －4,307 －4,401 －8,124 

有形固定資産の売

却による収入 
  1,021 231 1,608 

投資有価証券の取

得による支出 
  －1,402 －453 －2,919 

投資有価証券の売

却による収入 
  2,047 9,813 6,994 

その他   －1,769 －1,636 －3,118 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
  －4,654 3,823 －4,374 

Ⅲ 財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
     

短期借入金の純減

少額 
  －1,078 －16,600 －6,689 

長期借入による収

入 
  0 9,500 79 

長期借入金の返済

による支出 
  －822 －1,680 －891 

社債の発行による

収入 
  － 10,000 － 

社債の償還による

支出 
  －10,000 －12,000 －10,000 

自己株式の取得に

よる支出 
  － －5,112 －2,450 

配当金の支払額   －2,108 －909 －3,065 

少数株主への配当

金の支払額 
  － －225 －120 

その他   －103 10,500 199 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
  －14,112 －6,529 －22,937 
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前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日）

前連結会計年度の要約

連結キャッシュ・フロー

計算書 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日）

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物

に係る換算差額 
  101 －183 63 

Ⅴ 現金及び現金同等物

の増減額 
  821 469 －6,765 

Ⅵ 現金及び現金同等物

の期首残高 
  50,759 43,994 50,759 

Ⅶ 連結範囲変更に伴う

現金及び現金同等物

の増加高 

  － 1,790 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物

の中間期末（期末）残

高 

  51,581 46,254 43,994 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社の数 87社 ① 連結子会社の数 88社 ① 連結子会社の数 85社 

主要な連結子会社名 

横河エレクトロニクス・ 

マニファクチャリング㈱ 

 横河エンジニアリングサ

ービス㈱ 

横河トレーディング㈱ 

Yokogawa USA, Inc. 

Yokogawa Electric Asia 

Pte. Ltd. 

Yokogawa Europe B.V. 

㈱ワイ・ディ・シーの会社分割に

伴い設立された横河ディジタルコン

ピュータ㈱を当中間連結会計期間よ

り新たに連結子会社に含めていま

す。 

なお、前連結会計年度で連結子会

社であった横河エレクトロニクス

㈱、横河ファインテック㈱、横河フ

ローテック㈱、横河プレシジョン㈱、

横河パルテック㈱、横河ウェザック

㈱は、横河イビデンコンポーネンツ

㈱との合併により解散したため、連

結の範囲から除外しました。また、

横河イビデンコンポーネンツ㈱は横

河エレクトロニクス・マニファクチ

ャリング㈱に商号を変更しました。 

主要な連結子会社名 

横河エレクトロニクス・ 

マニファクチャリング㈱ 

 横河エンジニアリングサ

ービス㈱ 

横河トレーディング㈱ 

安藤電気㈱ 

Yokogawa USA, Inc. 

Yokogawa Electric Asia 

Pte. Ltd. 

Yokogawa Europe B.V. 

Yokogawa Engineering 

Asia Pte. Ltd. 

 なお、安藤電気㈱は前連結会計年

度で持分法適用の関連会社に含め

ておりましたが、増資に伴う出資比

率の変更により当中間連結会計期

間より連結子会社に含めています。

それに伴い安藤電気㈱の子会社で

ある安藤電気テクノロジー㈱、Ando 

Corporation を当中間連結会計期

間より連結子会社に含めています。

横河西儀有限公司は前連結会計

年度で持分法適用の非連結子会社

に含めておりましたが、重要性が増

加したため、また、 Yokogawa 

Electric Korea Co.,Ltd.の会社分

割に伴い設立された韓国横河エレ

クトロニクス・マニファクチャリン

グ㈱を当中間連結会計期間より連

結子会社に含めています。 

なお、インフォテック・サービス

㈱は横河インフォテック㈱と、

Measurementation Inc.はYokogawa 

Corporation of America との合併

により解散したため、連結の範囲か

ら除外しました。 

 主要な連結子会社名は、「第１ 

企業の概況 ４.関係会社の状況」

に記載しているため省略しました。

 ㈱ワイ・ディ・シーの会社分割に

伴い設立された横河ディジタルコ

ンピュータ㈱を当連結会計年度よ

り新たに連結の範囲に含めていま

す。 

 なお、前連結会計年度で連結子会

社であった横河マルチメディア㈱、

Yokogawa International Finance 

B.V.については、清算が結了したこ

とにより、横河エレクトロニクス

㈱、横河ファインテック㈱、横河フ

ローテック㈱、横河プレシジョン

㈱、横河パルテック㈱、横河ウェザ

ック㈱については、横河イビデンコ

ンポーネンツ㈱との合併により解

散したことにより、それぞれ連結の

範囲から除外しました。また、横河

イビデンコンポーネンツ㈱は横河

エレクトロニクス・マニファクチャ

リング㈱に商号を変更しました。 
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前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

② 主要な非連結子会社の名称

等 

② 主要な非連結子会社の名称

等 

② 主要な非連結子会社の名称

等 

主要な非連結子会社 

盛岡特機㈱ 

横河エイ・アイ・エム㈱ 

主要な非連結子会社 

盛岡特機㈱ 

横河エイ・アイ・エム㈱ 

主要な非連結子会社 

盛岡特機㈱ 

横河エイ・アイ・エム㈱ 

（連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由）

 非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合

う額）及び剰余金（持分に見合

う額）はいずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないため、連結の範囲から除

外しています。 

 非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等はいずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範囲

から除外しています。 

 非連結子会社は、総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び剰余金（持分に見合

う額）はいずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていな

いため、連結の範囲から除外し

ています。 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用の非連結子会社

数及び関連会社数 

(1)持分法適用の非連結子会社

数 12社 

主要な会社名 

盛岡特機㈱ 

横河エイ・アイ・エム㈱ 

 なお、横河福山計装㈱は保有

株式を売却したことにより持

分法の適用範囲から除外しま

した。 

また、横河西儀有限公司は前

連結会計年度で持分法適用の

関連会社に含めておりました

が、増資にともなう出資比率の

変更により、当中間連結会計期

間より持分法適用の非連結子

会社に含めています。 

  

① 持分法適用の非連結子会社

数及び関連会社数 

(1)持分法適用の非連結子会社

数  ８社 

主要な会社名 

盛岡特機㈱ 

横河エイ・アイ・エム㈱ 

  なお、前連結会計年度で持分

法適用の非連結子会社に含め

ておりました横河西儀有限公

司は、重要性が増加したため、

連結子会社に含めることとし、

横河エルダー㈱は清算が結了

したことにより持分法の適用

範囲から除外しました。 

また、横商エンジニアリング

㈱は横河商事㈱に営業譲渡し

解散したため、持分法の適用範

囲から除外しました。 

  

① 持分法適用の非連結子会社

及び関連会社数 

(1) 持分法適用の非連結子会

社数 11社 

主要な会社名 

  盛岡特機㈱ 

  横河エイ・アイ・エム㈱ 

 なお、横河福山計装㈱につい

ては、保有株式を売却したこと

により、横河ウェーブテック㈱

については、清算が結了したこ

とにより、それぞれ当連結会計

年度より持分法の適用範囲か

ら除外しました。 

また、横河西儀有限公司は前

連結会計年度で持分法適用の

関連会社に含めておりました

が、増資にともなう出資比率の

変更により、当連結会計年度よ

り持分法適用の非連結子会社

に含めています。 
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前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

(2)持分法適用の関連会社数 

22社 

(2)持分法適用の関連会社数 

16社 

(2) 持分法適用の関連会社数  

18社 

主要な会社名 

安藤電気㈱ 

横河レンタ・リース㈱ 

横河アナリティカルシ

ステムズ㈱ 

横河ジョンソンコント

ロールズ㈱ 

 なお、丸紅横河メディカル

エンジニアリング㈱につい

ては、重要性が増加したため

当中間連結会計期間より新

たに持分法適用の関連会社

に含めており、Safety 

Service Center B.V. は株式

売却により関連会社に該当

しなくなったため、当中間連

結会計期間より持分法の適

用範囲から除外しました。 

また、横河西儀有限公司は

前連結会計年度で持分法適

用の関連会社に含めており

ましたが、増資による出資比

率の変更により、当中間連結

会計期間より持分法適用の

非連結子会社に含めていま

す。 

主要な会社名 

横河レンタ・リース㈱ 

横河アナリティカルシ

ステムズ㈱ 

なお、安藤電気㈱は前連結会

計年度で持分法適用の関連会

社に含めておりましたが増資

による出資比率の変更により

連結子会社に含めています。 

また、前連結会計年度で持分

法適用の関連会社に含めてお

りました横河ジョンソンコン

トロールズ㈱は株式の売却に

より持分法の適用範囲から除

外しました。 

  

主要な会社名 

安藤電気㈱ 

横河レンタ・リース㈱ 

横河アナリティカルシ

ステムズ㈱ 

横河ジョンソンコント

ロールズ㈱ 

 なお、丸紅横河メディカル

エンジニアリング㈱につい

ては、重要性が増加したため

当連結会計年度より新たに

持分法適用の関連会社に含

めており、㈱東京測温、ワイ

ケイシステムエンジニアリ

ング㈱、ワイエムエンジニア

リング㈱、ワイエヌシステム

㈱、Safety Service Center 

B.V.については、保有株式売

却により、関連会社に該当し

なくなったため、当連結会計

年度より持分法の適用範囲

から除外しました。 

② 持分法非適用会社について

持分法を適用しない理由 

 持分法を適用しない非連結

子会社（国際プリンティング㈱

他）及び関連会社（横河シカデ

ン㈱、メルクスシステム㈱他）

は、それぞれ中間連結純損益及

び連結剰余金に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適

用から除外しています。 

② 持分法非適用会社について

持分法を適用しない理由 

 持分法を適用しない非連結

子会社（国際プリンティング㈱

他）及び関連会社（横河シカデ

ン㈱他）は、それぞれ中間連結

純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、

持分法の適用から除外してい

ます。 

② 持分法非適用会社について

持分法を適用しない理由 

持分法を適用していない非連

結子会社（国際プリンティング

㈱他）及び関連会社（横河シカ

デン㈱他）は、それぞれ連結純

損益及び連結剰余金に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外してい

ます。 

③ 持分法適用会社の中間決算

日等に関する事項 

 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、各社の中

間会計期間に係る中間財務諸

表を使用しています。 

③ 持分法適用会社の中間決算

日等に関する事項 

     同左 

③ 持分法適用会社の決算日等

に関する事項 

 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社

については、各社の事業年度に

係る財務諸表を使用していま

す。 
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前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

    ――――――     ―――――― ④安藤電気㈱株式について持分

法を適用するにあたり、当該関

連会社の債務超過額の全額を

負担し、当社持分割合を超える

損失負担額を特別損失として

処理しています。 

  なお、債務超過額を負担する

ことに伴う負債は、流動負債の

「その他」に計上しています。

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 重慶横河川儀有限公司他８社

は中間決算日が６月30日である

ため、平成13年６月30日現在の中

間財務諸表を、Yokogawa USA,Inc.

他53社は中間決算日が8月31日で

あるため、平成13年８月31日現在

の中間財務諸表を、それぞれ使用

しています。また、横河エレクト

ロニクス・マニファクチャリング

㈱他22社は決算日が８月31日で

あるため、平成13年８月31日現在

の財務諸表を使用しています。 

 ただし、中間連結決算日までの

期間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っ

ています。 

 重慶横河川儀有限公司他８社

は中間決算日が６月30日である

ため、平成14年６月30日現在の中

間財務諸表を、Yokogawa USA,Inc.

他52社は中間決算日が8月31日で

あるため、平成14年８月31日現在

の中間財務諸表を、それぞれ使用

しています。 

 ただし、中間連結決算日までの

期間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っ

ています。 

連結子会社のうち重慶横河儀

有限公司他７社の決算日は12月

31日、またYokogawa USA,Inc.他

52社の決算日は２月28日です。 

 連結財務諸表の作成に当たっ

ては、当該決算日現在の財務諸表

を使用しています。ただし、当該

決算日から連結決算日までの期

間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

います。 

 なお、横河エンジニアリングサ

ービス㈱他22社については、決算

日を変更したため、平成13年３月

１日から平成14年３月31日まで

の財務諸表を使用しています。 
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前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 重要な資産の評価基準及び

評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法）

によっています。 

満期保有目的債券 

  同左 

  

満期保有目的債券 

  同左 

  

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価

格等に基づく時価法に

よっています。（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

主として平均法により

算定しています。） 

時価のあるもの 

  同左 

  

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等

に基づく時価法によっ

ています。（評価差額は

全部資本直入法により

処理し、売却原価は主と

して平均法により算定

しています。） 

時価のないもの 

 主として平均法によ

る原価法によっていま

す。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

  同左 

(2）デリバティブ (2)デリバティブ (2)デリバティブ 

時価法によっています。 同左 同左 

(3）たな卸資産 (3)たな卸資産 (3)たな卸資産 

製品・仕掛品については主

として個別法による原価法

によっており、その他につい

ては主として平均法による

原価法によっています。 

同左 同左 
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前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

（会計処理の変更） 

 親会社及び一部の連結子会社

における製品の評価基準及び評

価方法は、従来総平均法による原

価法によっていましたが、当中間

連結会計期間より個別法による

原価法に変更しました。 

 この変更は、顧客需要の多様化

に対応した個別の製品の評価及

び原価管理の重要性が高まった

ことを契機に、新たな生産管理シ

ステムを構築したことに伴い、適

正な製品評価を通じてより適正

な期間損益を算定するために行

ったものです。 

この変更による損益への影響

は軽微です。 

    ―――――― （会計処理の変更） 

 親会社及び一部の連結子会社

における製品の評価基準及び評

価方法は、従来総平均法による原

価法によっていましたが、当連結

会計年度より個別法による原価

法に変更しました。 

 この変更は、顧客需要の多様化

に対応した個別の製品の評価及

び原価管理の重要性が高まった

ことを契機に、新たな生産管理シ

ステムを構築したことに伴い、適

正な製品評価を通じてより適正

な期間損益を算定するために行

ったものです。 

この変更による損益への影響

は軽微です。 

② 重要な減価償却資産の減価

償却方法 

② 重要な減価償却資産の減価

償却方法 

② 重要な減価償却資産の減価

償却方法 

(1)有形固定資産 

主として定率法によって

おります。 

 ただし、親会社及び国内連

結子会社については、平成10

年４月１日以降に取得した

建物（附属設備を除く）につ

いて、定額法によっていま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

建物及び構築物  ３～50

年 

機械装置及び運搬具４～10

年 

(1)有形固定資産 

    同左 

(1)有形固定資産 

    同左 

  

(2)無形固定資産 

 定額法によっています。 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては社内におけ

る利用可能期間（主として５

年）に基づく定額法によって

います。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 
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前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

③ 重要な引当金の計上基準 ③ 重要な引当金の計上基準 ③ 重要な引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、主として、一

般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に

回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しています。 

同左 同左 

(2)賞与引当金 (2）賞与引当金 (2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充

てるため、主として賞与支給

見込額の当中間連結会計期

間負担分を計上しています。 

同左  従業員の賞与の支給に充てる

ため、主として翌期支給見込額

の当期負担分を計上していま

す。 

(3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末におい

て発生していると認められ

る額を計上しています。 

 過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による按分額を

費用処理しています。 

 数理計算上の差異につい

ては、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による按分額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年

度より費用処理しています。 

同左 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しています。

 過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（主と

して10年）による按分額を処理

しています。 

 数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主として

10年）による按分額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度より費用

処理しています。 

(4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 

 親会社及び主要な連結子

会社では、役員の退職慰労金

の支給に備えて、内規に基づ

く中間連結会計期間末要支

給額を計上しています。 

    同左  親会社及び主要な連結子会社

では、役員の退職慰労金の支給

に備えて、内規に基づく期末要

支給額を計上しています。 

 

 

 

 

 

－31－ 



前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日）

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

(5)執行役員退職給与引当金 (5)執行役員退職給与引当金 (5)執行役員退職給与引当金 

 親会社では、執行役員の退職金

の支給に備えて、内規に基づく中

間連結会計期間末要支給額を計

上しています。 

同左  親会社では、執行役員の退

職慰労金の支給に備えて、内

規に基づく期末要支給額を計

上しています。 

④ 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

④ 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

④ 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理し

ています。なお、在外子会社等の資

産及び負債は、中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は少数株主持分

及び資本の部における為替換算調

整勘定に含めています。 

    同左  外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しています。なお、在

外子会社等の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益および費

用は期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は少数株主持

分及び資本の部における為替換

算調整勘定に含めています。 

⑤ 重要なリース取引の処理方法 ⑤ 重要なリース取引の

処理方法 

⑤ 重要なリース取引の処理方法

 主として、リース物件の所有権が

借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によってい

ます。 

同左 同左 

⑥ 重要なヘッジ会計の方法 ⑥ 重要なヘッジ会計の

方法 

⑥ 重要なヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

 主として繰延ヘッジ処理によ

っています。なお、為替予約及び

通貨スワップについては振当処

理の要件を満たしている場合は

振当処理を、金利スワップについ

ては特例処理の要件を満たして

いる場合は特例処理を採用して

います。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

(1)ヘッジ会計の方法 

    同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 主として外貨建の貸付金及び

予定取引の為替変動リスクをヘ

ッジするために為替予約又は通

貨スワップを、社債等の金利変動

リスクをヘッジするために金利

スワップを利用しています。 

  

(2)ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 
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前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

(3)ヘッジ方針 

 主に為替変動リスク及び

金利変動リスクを回避する

ためにデリバティブ取引を

利用することを基本方針と

しています。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段の相場変

動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とを比較し、両者の

変動額を基礎にして判断し

ています。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

⑦ その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要な

事項 

⑦ その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要な

事項 

⑦ その他連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税

抜き方式によっています。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(2) 在外連結子会社では、一部

当該国の会計原則に従った

処理を行っています。 

(2)    同左 (2)    同左 

  

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から

３か月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっています。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 
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表示方法の変更 
前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

（中間連結損益計算書） （中間連結損益計算書） 

「損害賠償金」は、前中間連結会計期間は営業外費

用の「その他」に含めて表示していましたが、当中間

連結会計期間において営業外費用の総額の100分の10

を超えたため区分掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間の「損害賠償金」の金額

は８百万円です。 

「固定資産売却損」は、前中間連結会計期間は特別

損失の「その他」に含めて表示していましたが、当中

間連結会計期間において特別損失の総額の100分の10

を超えたため区分掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間の「固定資産売却損」の

金額は37百万円です。 

「固定資産売却益」は、前中間連結会計期間は特別

利益の「その他」に含めて表示していましたが、当中

間連結会計期間において特別利益の総額の100分の10

を超えたため区分掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間の「固定資産売却益」の

金額は111百万円です。 

「固定資産除却損」は、前中間連結会計期間は特別

損失の「その他」に含めて表示していましたが、当中

間連結会計期間において特別損失の総額の100分の10

を超えたため区分掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間の「固定資産除却損」の

金額は179百万円です。 

  （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

―――――― 「自己株式の取得による支出」は、前中間連結会計

期間は財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めて表示していましたが、当中間連結会計期間に

おいて金額的重要性が増したため掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間の「自己株式の取得によ

る支出」の金額は53百万円です。 

  「少数株主への配当金の支払額」は、前中間連結会

計期間は財務活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示していましたが、当中間連結会計期

間において金額的重要性が増したため掲記しました。

なお、前中間連結会計期間の「少数株主への配当金

の支払額」の金額は106百万円です。 

追加情報 
前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（自己株式及び法定準備金取崩等

会計） 

 当中間連結会計期間から「自己株

式及び法定準備金の取崩等に関す

る会計基準」（企業会計基準第１号）

を適用しています。これによる当中

間連結会計期間の損益に与える影

響は軽微です。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の資本の

部及び中間連結剰余金計算書につ

いては、改正後の中間連結財務諸表

規則により作成しています。 

―――――― 
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注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 
前中間連結会計期間末 

（平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成14年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成14年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

117,053百万円 80,893百万円 117,029百万円

２ 保証債務 ２ 保証債務 ２ 保証債務 

(1)債務保証 (1)債務保証 (1)債務保証 

①従業員のホームローンによる

金融機関からの借入金に対す

る債務保証 

①従業員のホームローンによる

金融機関からの借入金に対す

る債務保証 

①従業員のホームローンによる

金融機関からの借入金に対す

る債務保証 

  

第一生命保険

（相）他１社 1,281百万円

  

  

第一生命保険

（相）他１社 960百万円

  

  

第一生命保険

（相）他１社 1,115百万円

  

②キャッシュレスシステム（業務

用立替個人口座）の従業員借越

残高に対する債務保証 

②キャッシュレスシステム（業務

用立替個人口座）の従業員借越

残高に対する債務保証 

②キャッシュレスシステム（業務

用立替個人口座）の従業員借越

残高に対する債務保証 

  

㈱富士銀行 ５百万円

  

  

㈱みずほ銀行 ４百万円

  

  

㈱富士銀行 ３百万円

  

③連結子会社以外の会社の金融

機関等からの借入金に対する

債務保証 

③連結子会社以外の会社の金融

機関等からの借入金に対する

債務保証 

③連結子会社以外の会社の金融

機関等からの借入金に対する

債務保証 

  

PT 

Sistemindra 

Kontrolindo 
83百万円

  (700千米ドル) 

PT 

Interciptra 

Mitra 
59百万円

  (500千米ドル) 

計 143百万円

  

  

PT 

Interciptra 

Mitra 
59百万円

  (500千米ドル)

㈱東京三菱銀

行 379百万円

計 438百万円

  

  

PT 

Sistemindra 

Kontrolindo 

94百万円

  (700千米ドル)

PT 

Interciptra 

Mitra 

67百万円

  (500千米ドル)

計 161百万円

  

(2)保証予約 (2)保証予約 (2)保証予約 

①キャッシュレスシステム（業務

用立替個人口座）の従業員借越

残高に対する保証予約 

①キャッシュレスシステム（業務

用立替個人口座）の従業員借越

残高に対する保証予約 

①キャッシュレスシステム（業務

用立替個人口座）の従業員借越

残高に対する保証予約 

  

㈱富士銀行 98百万円

  

  

㈱みずほ銀行 109百万円

  

  

㈱富士銀行 97百万円

  

②連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金に対する保

証予約 

②連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金に対する保

証予約 

②連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金に対する保

証予約 

  

㈱オットー 950百万円

横河西儀有限公

司 288百万円

計 1,238百万円

  

  

㈱オットー 850百万円

計 850百万円

  

  

㈱オットー 900百万円

横河西儀有限公

司 241百万円

計 1,141百万円
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前中間連結会計期間末 

（平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成14年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成14年３月31日） 

(3)買取保証 (3)買取保証 (3）買取保証 

エンドユーザーのファイナン

スリース契約に伴う買取保証 

エンドユーザーのファイナン

スリース契約に伴う買取保証 

エンドユーザーのファイナン

スリース契約に伴う買取保証 

  

横河レンタ・リ

ース㈱ ８百万円

ダイヤモンド

リース㈱ ３百万円

計 12百万円

  

  

横河レンタ・リ

ース㈱ ３百万円

計 ３百万円

  

  

横河レンタ・リ

ース㈱ ５百万円

ダイヤモンド

リース㈱ １百万円

計 ６百万円

  

※３ 担保資産及び担保付債務 ※３ 担保資産及び担保付債務 ※３ 担保資産及び担保付債務 

担保資産 担保資産 担保資産 

  

現金及び預金 12百万円

建物及び構築物 195百万円

（有形固定資産）

その他 10百万円

計 217百万円

  

  

現金及び預金 12百万円

建物及び構築物 90百万円

（有形固定資産）

その他 3,500百万円

投資有価証券 ０百万円

計 3,603百万円

  

  

現金及び預金 12百万円

建物及び構築物 195百万円

土地 ９百万円

投資有価証券 ０百万円

計 217百万円

  

担保付債務 担保付債務 担保付債務 

  

支払手形及び買

掛金 
51百万円

短期借入金 28百万円

長期借入金 166百万円

計 246百万円

  

  

支払手形及び買

掛金 
41百万円

短期借入金 3,528百万円

長期借入金 135百万円

計 3,705百万円

  

  

支払手形及び買

掛金 
52百万円

短期借入金 28百万円

長期借入金 149百万円

計 230百万円

  

※４ 売上債権の流動化 

 当社及び一部の連結子会社は債

権譲渡契約に基づく債権流動化を

行っており、当中間連結会計期間末

の譲渡残高は以下のとおりです。 

※４ 売上債権の流動化 

 当社及び一部の連結子会社は債

権譲渡契約に基づく債権流動化を

行っており、当中間連結会計期間末

の譲渡残高は以下のとおりです。 

※４ 売上債権の流動化 

 当社及び一部の連結子会社は債

権譲渡契約に基づく債権流動化を

行っており、当連結会計年度末の譲

渡残高は以下のとおりです。 

  

受取手形及び売掛金 21,705百万円

  

  

受取手形及び売掛金 16,181百万円

  

  

受取手形及び売掛金 19,932百万円

  

  
なお、当社に遡及権の及ぶものが

2,382百万円あります。 

なお、受取手形譲渡残高には、当

社に遡及権の及ぶものが1,345百万

円含まれています。 
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前中間連結会計期間末 

（平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成14年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成14年３月31日） 

※５ 中間連結会計期末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しています。 

 なお、当中間連結会計期間の末日

は金融機関が休日であったため、こ

れらの日が満期日にあたる次の中

間連結会計期間末日満期手形が当

中間連結会計期間末残高に含まれ

ています。 

※５     ───── 

  

※５ 連結会計年度末日満期手形の会

計処理については、手形交換日をも

って決済処理しています。 

 なお、当連結会計年度の末日は金

融機関が休日であったため、次の連

結会計年度末日満期手形が連結会

計年度末残高に含まれています。 

  

受取手形 64百万円

支払手形 143百万円

  

  

   

   

  

  

受取手形 248百万円

支払手形 578百万円

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－37－ 

 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主なも

のは次のとおりです。 

※１ 販売費及び一般管理費の主なも

のは次のとおりです。 

※１ 販売費及び一般管理費の主なも

のは次のとおりです。 

  

費目 
金額 

（百万円） 

給料 21,918 

従業員賞与手当 2,629 

退職給付費用 2,801 

賞与引当金繰入額 2,682 

その他の引当金繰入額 101 

  

  

費目 
金額 

（百万円）

給料 23,374

従業員賞与手当 2,594

退職給付費用 3,471

賞与引当金繰入額 2,537

役員退職慰労引当金繰

入額 130

貸倒引当金繰入額 251

その他の引当金繰入額 166

  

  

費目 
金額 

（百万円）

給料 43,891

従業員賞与手当 8,159

退職給付費用 5,846

賞与引当金繰入額 3,116

役員退職慰労引当金繰

入額 

263

貸倒引当金繰入額 184

  

  

（中間連結剰余金計算書関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

※１ 通貨変動による減少高 ―――――― ※１ 通貨変動による減少高 

 Yokogawa Electric Asia 

Pte.Lt.（シンガポール）及び

Yokogawa Europe B.V.（オランダ）

の当地における中間連結財務諸

表作成の過程において発生した

為替による影響額です。 

   Yokogawa Europe B.V.（オラン

ダ）の当地における連結財務諸表

作成の過程において発生した為

替による影響額です。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

(1)現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(1)現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(1)現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成13年９月30日現在） （平成14年９月30日現在） （平成14年３月31日現在）

  

  （百万円）

現金及び預金勘定 30,964

預入期間が３か月

を超える定期預金 －881

有価証券勘定に含

まれる運用期間３

か月以内のMMF等 
21,498

現金及び現金同等

物 51,581

  

  

  （百万円）

現金及び預金勘定 38,743

預入期間が３か月

を超える定期預金 －18

有価証券勘定に含

まれる運用期間３

か月以内のMMF等 
7,528

現金及び現金同等

物 46,254

  

  

  （百万円）

現金及び預金勘定 30,003

預入期間が３か月

を超える定期預金 －291

有価証券勘定に含

まれる運用期間３

か月以内のMMF等 
14,282

現金及び現金同等

物 43,994
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

  

  

取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

中間期末

残高相当

額 

(百万円) 

(有形固定資

産)その他 
5,351 2,922 2,429 

合計 5,351 2,922 2,429 

  

  

  

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額相

当額 

(百万円)

中間期末

残高相当

額 

(百万円)

(有形固定資

産)その他 
4,568 2,368 2,199

合計 4,568 2,368 2,199

  

  

  

取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

期末残高

相当額 

(百万円)

(有形固定資

産)その他 
4,356 2,564 1,791

合計 4,356 2,564 1,791

  

 （注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法に

より算定しています。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ています。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2)未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 919百万円

１年超 1,510百万円

合計 2,429百万円

  

  

１年内 819百万円

１年超 1,380百万円

合計 2,199百万円

  

  

１年内 720百万円

１年超 1,071百万円

合計 1,791百万円

  

 （注）未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末

残高が、有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

います。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が、

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しています。 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 

  

支払リース料 656百万円

減価償却費相当額 656百万円

  

  

支払リース料 619百万円

減価償却費相当額 619百万円

  

  

支払リース料 1,008百万円

減価償却費相当額 1,008百万円

  

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっています。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

  

１年内 967百万円

１年超 3,981百万円

合計 4,948百万円

  

  

１年内 1,063百万円

１年超 3,467百万円

合計 4,530百万円

  

  

１年内 986百万円

１年超 2,927百万円

合計 3,914百万円
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（有価証券関係） 

 前中間連結会計期間末（平成13年９月30日） 

  

  １ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  
中間連結貸借対照表計

上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1)国債・地方債等 1 1 － 

(2)社債 1,935 1,999 64 

合計 1,936 2,001 64 

  

  ２ その他有価証券で時価のあるもの 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計

上額（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 21,705 24,120 2,414 

(2)債券     

国債・地方債等 1,041 1,311 270 

社債 3,011 3,408 397 

(3)その他 271 273 1 

合計 26,030 29,114 3,084 

  

  ３ 時価のない主な有価証券の内容 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 11,698 

ＭＭＦ 15,549 

ＦＦＦ 5,547 

中期国債ファンド 402 

  

 （注） 前中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について1,839百万円減損処理を行っ

ています。 

 なお、当該株式の減損にあたっては、時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合に、時価が著し

く下落したものと判断しています。 
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 当中間連結会計期間末（平成14年９月30日） 

  

  １ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  
中間連結貸借対照表計

上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1)国債・地方債等 ３ ３ ０ 

(2)その他 ０ ０ ０ 

合計 ３ ３ ０ 

  

  ２ その他有価証券で時価のあるもの 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計

上額（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 16,709 16,802 93 

(2)債券    

国債・地方債等 15 16 1 

社債 917 1,017 100 

(3)その他 581 485 －95 

合計 18,222 18,321 98 

  

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について279百万円減損処理を行って

います。 

  

  ３ 時価のない主な有価証券の内容 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 14,210 

非上場債券 255 

ＭＭＦ 7,629 

ＦＦＦ 25 
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 前連結会計年度末（平成14年３月31日） 

  

  １ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

国債・地方債等 ２ ２ ０ 

合計 ２ ２ ０ 

  

  ２ その他有価証券で時価のあるもの 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 17,640 18,257 616 

(2)債券    

社債 917 1,006 88 

(3)その他 250 246 －３ 

合計 18,807 19,510 702 

  

  ３ 時価のない主な有価証券の内容 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 13,808 

非上場債券 255 

ＭＭＦ 13,739 

ＦＦＦ 240 

中期国債ファンド 402 

  

 （注） 前連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について5,169百万円減損処理を行ってい

ます。 

 なお、当該株式の減損にあたっては、期末における時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合に、

全て時価が著しく下落したものと判断し、減損処理を行っています。 
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（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間末（平成13年９月30日） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 

（百万円） 
時価（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

為替予約取引    

 売建    

  米ドル 2,844 2,848 －3 

 買建    

  米ドル 1,414 1,411 －3 

オプション取引    

売建    

円プット・米ドルコール 5,731 －36 30 

（オプション料） (66)   

買建    

米ドルプット・円コール 5,379 67 1 

（オプション料） (66)   

スワップ取引    

  

通貨 

米ドル支払・円受取 1,101 －98 －98 

合計 16,470 4,193 －73 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 
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 当中間連結会計期間末（平成14年９月30日） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 

（百万円） 
時価（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

為替予約取引    

 売建    

  米ドル 691 649 －41 

 買建    

  米ドル 61 59 －2 

オプション取引    

売建    

円プット・米ドルコール 2,098 －115 －42 

（オプション料） (72)   

買建    

米ドルプット・円コール 2,039 21 －50 

（オプション料） (72)   

スワップ取引    

  

通貨 

米ドル支払・円受取 － － － 

合計 
4,890 

(144) 
615 －137 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 
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前連結会計年度末（平成14年３月31日現在） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 

（百万円） 
時価（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

為替予約取引    

 売建    

  米ドル 415 413 ２ 

  その他 69 73 －４ 

 買建    

  米ドル 141 137 －３ 

オプション取引    

売建    

円プット・米ドルコール 2,708 －21 ４ 

（オプション料） (25)   

買建    

米ドルプット・円コール 2,538 ８ －17 

（オプション料） (25)   

スワップ取引    

  

通貨 

米ドル支払・円受取 － － － 

合計 
5,872 

(51) 
610 －18 

（注）ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いています。 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成14

年４月１日 至 平成14年９月30日）、及び前連結会計年度（自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める「計測制御情報機器事業」の割合がいずれも90％

を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日） 

                      （単位 百万円）

  日本   アジア  欧州  北米  その他  計   
消去又は

全社 
  連結 

売上高                

(1)外部顧客に対する

売上高 
117,270  12,159  9,494  9,266  4,200  152,391   －  152,391

(2)セグメント間の内

部売上高 
11,501  5,034  875  586  38  18,036   (18,036)  －

計 128,771  17,194  10,370  9,852  4,239  170,428   (18,036)  152,391

営業費用 128,429  16,711  9,935  10,031  4,068  169,175   (18,365)  150,809

営業利益又は営業

損失 
342  482  435  －178  171  1,252   328  1,581

                 

 （注）１．地域は、地理的接近度により区分しています。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次の通りです。 

(1)アジア  シンガポール、中国、韓国等 

(2)欧州   オランダ、フランス、イギリス、ドイツ等 

(3)北米   米国 

(4)その他  ブラジル、オーストラリア等 

 

当中間連結会計期間（自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日） 

                      （単位 百万円）

  日本   アジア  欧州  北米  その他  計   
消去又は

全社 
  連結 

売上高                  

(1)外部顧客に対する

売上高 
119,309   11,742  10,723  8,698  4,645  155,118  －  155,118

(2)セグメント間の内

部売上高 
10,278   5,329  1,322  763  151  17,845  (17,845)  －

計 129,587   17,071  12,046  9,461  4,797  172,964  (17,845)  155,118

営業費用 134,299   15,957  11,580  9,385  4,595  175,818  (17,987)  157,831

営業利益又は営業

損失 
－4,711   1,114  465  75  201  －2,853  141  －2,712

                   

 （注）１．国又は地域は、地理的接近度により区分しています。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次の通りです。 

(1)アジア  シンガポール、中国、韓国等 

(2)欧州   オランダ、フランス、イギリス、ドイツ等 

(3)北米   米国 

(4)その他  ブラジル、オーストラリア等 

－46－ 

 



前連結会計年度（自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日） 

                      （単位 百万円）

  日本   アジア  欧州  北米  その他  計   
消去又は

全社 
  連結 

売上高                

(1)外部顧客に対する

売上高 
238,881  23,333  20,919  18,218  9,474  310,828   －  310,828

(2)セグメント間の内

部売上高 
24,305  10,390  2,107  2,341  168  39,313   (39,313)  －

計 263,187  33,724  23,026  20,560  9,642  350,141   (39,313)  310,828

営業費用 264,959  32,415  22,202  20,062  9,231  348,871   (39,787)  309,083

営業利益又は営業

損失 
(1,772)  1,308  823  498  411  1,270   474  1,744

                 

 （注）１．地域は、地理的接近度により区分しています。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次の通りです。 

(1)アジア  シンガポール、中国、韓国等 

(2)欧州   オランダ、フランス、イギリス、ドイツ等 

(3)北米   米国 

(4)その他  ブラジル、オーストラリア等 
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【海外売上高】 

期別   アジア 欧州 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 19,162 10,831 10,052 4,958 45,005

Ⅱ 連結売上高（百万円）    152,391
前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） Ⅲ 連結売上高に占め

る海外売上高の割

合（％） 

12.6 7.1 6.6 3.2 29.5

 （注）１．地域は、地理的接近度により区分しています。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次の通りです。 

(1)アジア  シンガポール、中国、韓国等 

(2)欧州   オランダ、フランス、イギリス、ドイツ等 

(3)北米   米国 

(4)その他  ブラジル、オーストラリア等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

期別   アジア 欧州 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 27,486 12,753 10,065 7,148 57,454

Ⅱ 連結売上高（百万円）    155,118

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１

日 

至 平成14年９月30日）Ⅲ 連結売上高に占め

る海外売上高の割

合（％） 

17.7 8.2 6.5 4.6 37.0

 （注）１．国又は地域は、地理的接近度により区分しています。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次の通りです。 

(1）アジア  シンガポール、中国、韓国等 

(2）欧州   オランダ、フランス、イギリス、ドイツ等 

(3）北米   米国 

(4)その他   ブラジル、オーストラリア等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

期別   アジア 欧州 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万

円） 
40,905 23,587 19,076 12,771 96,340

Ⅱ 連結売上高（百万円）     310,828

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１

日 

至 平成14年３月31日）Ⅲ 連結売上高に占め

る海外売上高の割

合（％） 

13.2 7.6 6.1 4.1 31.0

 （注）１．地域は、地理的接近度により区分しています。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次の通りです。 

(1）アジア……シンガポール、中国、韓国等 

(2）欧州………オランダ、フランス、イギリス、ドイツ等 

(3）北米………米国 

(4)その他……ブラジル、オーストラリア等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 
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（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 770円48銭

１株当たり中間純損

失 
22円12銭

  

  

１株当たり純資産額 666円96銭

１株当たり中間純損

失 
11円94銭

  

  

１株当たり純資産額 697円10銭

１株当たり当期純損

失 
94円57銭

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株引

受権付社債及び転換社債を発行し

ていないため記載していません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため

記載していません。 

  

（追加情報） 

 当中間連結会計期間から、「１株

当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準第２号）及び「１

株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第４号）を適用しておりま

す。なお、これによる影響はありま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新株引

受権付社債及び転換社債を発行し

ていないため記載していません。 

  

（注）１株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日）

１株当たり中間（当期）純損失       

中間（当期）純損失（百万円） － 2,882 － 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（百万円） 
－ 2,882 － 

期中平均株式数（千株） － 241,368 － 
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（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

───── ───── １.米国JOHNSON CONTROLS社との合

弁契約解消の合意に基づき、平成

14年４月３日に当該合弁会社の全

株式を売却しています。 

売却株式 横河ジョンソンコントロ

ールズ㈱株式 

売却価額     8,000百万円 

売却簿価     1,315百万円 

  

───── ───── ２.第三者割当融資の実施及び引受

平成14年５月14日開催の持分

法適用会社である安藤電気㈱取締

役会において、全額当社を割当先

とする第三者割当融資の実施を決

議し、同日開催の当社取締役会に

おいてその引受を決議しました。

①発行新株式数 

普通株式 8,000,000株

②発行価額 

１株につき570円

③発行価額の総額 

4,560百万円

④払込期日 

平成14年５月30日 

⑤当社の保有株数と保有比率 

増資引受前 

10,155,000株(33.00%) 

増資引受後 

18,155,000株(46.83%) 

───── １.株式交換による安藤電気㈱の完

全子会社化 

(１)株式交換契約の概要 

①株式交換の内容 

当社は、連結子会社の安藤

電気㈱と商法第352条ないし

第363条に定める方法により

株式交換を行いました。 

②株式交換の日 

平成14年10月１日

③株式交換に際して発行する

株式及び割当 

  

３.株式交換による安藤電気㈱の完

全子会社化 

当社と持分法適用会社である

安藤電気㈱は、電子計測器事業に

よる両者の発展をより一層加速

させる目的で、平成14年５月14

日に両者取締役会において安藤

電気㈱が当社の完全子会社とな

る株式交換契約書の承認を受け、

株式交換契約を締結しました。な

お、平成14年６月27日開催の両社

定時株主総会において同株式交

換契約書の承認を受けました。 
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前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

  当社は、連結子会社の安藤電気

㈱との株式交換に際して、普通

株式10,926,979株を発行し、株

式交換の日の前日最終の安藤

電気㈱の株主名簿に記載され

た株主のうち当社を除く株主

に対して、その所有する安藤電

気㈱の普通株式１株につき、当

社株式0.53株の割合を持って

割当交付しました。 

④増加すべき資本金及び資本

準備金額 

当社は株式交換により資本

金を増加させず、増加すべき資

本準備金の額は、株式交換の日

に安藤電気㈱の現存する純資

産額に、発行済株式の総数に対

する株式交換により当社に移

転する株式の数の割合を乗じ

た額となります。その結果、資

本準備金は、234百万円増加し

ました。 

(１)株式交換契約の概要 

①株式交換の内容 

当社は、安藤電気㈱と商法

第352条ないし第363条に定

める方法により株式交換を

行います。 

②株式交換の日 

平成14年10月１日

③株式交換に際して発行する

株式及び割当 

当社は、安藤電気㈱との株式

交換に際して、普通株式

10,926,979株を発行し、株式交

換の日の前日最終の安藤電気

㈱の株主名簿に記載された株

主のうち当社を除く株主に対

して、その所有する安藤電気㈱

の普通株式１株につき、当社株

式0.53株の割合を持って割当

交付します。 

    上記株式交換比率は、当社が

野村證券㈱に、安藤電気㈱が㈱

新生銀行に、それぞれ算定を依

頼し、その算定結果を参考にし

て当事会社間で協議し、合意し

たものです。 

なお、野村證券㈱及び㈱新生

銀行は、当社及び安藤電気㈱そ

れぞれについて、市場株価平均

法及びDCF法(ディスカウンテ

ッド・キャシュ・フロー法)を

用いた上で、これらの分析結果

を総合的に勘案して株式交換

比率レンジを算定しました。 

    ④増加すべき資本金及び資本

準備金額 

当社は株式交換により資本

金を増加させず、増加すべき資

本準備金の額は、株式交換の日

に安藤電気㈱の発行済株式の

総数に対する株式交換により

当社に移転する株式の数の割

合を乗じた額となります。 
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前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

  (２)安藤電気㈱の概要 

代表者 代表取締役社長 本

橋正夫 

資本金 9,877百万円(平成14

年９月30日現在) 

住所 東京都大田区蒲田五丁

目29番３号 

①主な事業内容 

通信用計測器及び半導体検

査装置等、電気計測器の製造・

販売 

②売上高及び当期純損失(平成14

年９月、中間期) 

売上高    11,610百万

円 

当期純損失   2,599百万

円 

③資産、負債、資本の状況(平成

14年９月30日現在) 

資産合計   27,648百万

円 

負債合計   27,207百万

円 

資本合計     440百万

円 

(２)安藤電気㈱の概要 

代表者 代表取締役社長 本橋

正夫 

資本金 7,597百万円(平成14年

３月31日現在) 

住所 東京都大田区蒲田五丁目

29番３号 

①主な事業内容 

通信用計測器及び半導体検査

装置等、電気計測器の製造・販

売 

②売上高及び当期純損失(平成14

年３月期) 

売上高    25,251百万円

当期純損失  16,805百万円

③資産、負債、資本の状況(平成14

年３月31日現在) 

資産合計   35,492百万円

負債合計   35,977百万円

資本合計    －485百万円

１. 持分法適用の関連会社安藤電

気㈱は、経営改善における固定費の

削減施策の一環として、平成13年11

月９日開催の取締役会において、平

成14年１月中旬から２週間程度を

目処に、勤続５年以上かつ満50歳以

上、満59歳６か月未満の社員を対象

として、150名の希望退職者の募集

を行い、平成14年２月28日をもっ

て、退職日とする旨を決議しまし

た。 

 これに伴い、安藤電気㈱では希望

退職者に対する特別退職金等によ

り、平成14年３月期に約18億円の特

別損失が見込まれます。 

 したがって、当社持分を考慮した

当該事象の損益に与える影響額は

約６億円となります。 

２．安藤電気㈱の希望退職の実施 

 連結子会社の安藤電気㈱は、人件

費削減による固定費の圧縮を図り、

当社との事業統合の成果を早期に

実現させるため、平成14年９月27

日開催の取締役会において、希望退

職者募集の決議を行いました。 

 ①募集対象  全従業員 

 ②募集人員  150名 

 ③募集期間 平成14年10月９日

から同年10月15日まで 

 ④退職日   平成14年10月31

日及び同年12月31日（予定）

この結果、平成14年10月31日及び同

年12月31日に、連結子会社の安藤電

気テクノロジー㈱を含めて541名が

退職する予定です。希望退職に伴う

損失（未認識退職給付債務の償却費

用を含む）は概ね56億円程度の見込

みであり、当該損失は特別損失とし

て下期に計上する予定です。 

───── 
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前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

───── ３．安藤電気㈱との事業再編 

 平成14年10月１日に、当社は連結

子会社の安藤電気㈱と下記のとおり

事業再編を行いました。 

①当社の通信向け測定器事業を安

藤電気㈱に営業譲渡し、安藤電

気㈱は通信事業分野全体にトー

タルなテストソリューションを

提案する通信測定器事業を推進

します。当該譲渡の内容は次の

とおりです。 

譲渡した事業の当中間期の売上高

699百万円

譲渡した事業の譲渡資産の額 

392百万円

②安藤電気㈱のハンドラを含むテ

スタ事業を当社に営業譲渡し、

当社は半導体テストソリューシ

ョン事業を推進します。 

譲り受けた事業の譲受資産の額 

690百万円

───── 

───── ４．国内生産体制の再編 

 平成14年10月１日開催の当社取

締役会において、国内生産体制の再

編により高付加価値生産体制への

転換を図るため、平成16年３月を目

途に、今後国内生産17拠点を、当社

の甲府工場及び連結子会社の横河

エレクトロニクス・マニファクチャ

リング㈱の小峰工場、青梅工場、駒

ヶ根工場の４拠点に集約する旨決

議しました。なお、今後の閉鎖スケ

ジュール及びそれに係る金額的影

響は未定です。 

───── 
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前中間連結会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

───── ５．社債の発行 

 平成14年11月12日開催の当社取締

役会において、下記のとおり社債の

発行を決議しました。 

(1)発行総額  100億円以下 

(2)発行価格 

額面100円につき99円以上 

(3)発行時期  平成14年11月12日

から平成15年２月11日まで 

(4)償還年限  ３年以上７年以内

(5)引受会社  大和証券ＳＭＢＣ

㈱を主幹事とする引受団 

(6)利率    年2.0%以下 

(7)資金使途  社債償還資金に充

当 

───── 

  

 (2）【その他】 

 該当事項はありません。 
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２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成14年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表

（平成14年３月31日） 

区分 

注

記

番

号 

金額（百万円） 
構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            

１．現金及び預金   15,853   19,763   15,143   

２．受取手形 ※３ 1,422   1,395   1,714   

３．売掛金 ※３ 55,563   53,707   57,841   

４．有価証券   21,615   7,528   13,638   

５．たな卸資産   12,128   11,520   11,160   

６．短期貸付金   32,358   43,310   31,796   

７．その他   12,382   10,736   14,788   

貸倒引当金   －1,684   －2,228   －993   

流動資産合計    149,639 49.7  145,734 49.2  145,090 49.6

Ⅱ 固定資産            

有形固定資産 ※１          

１．建物   24,599   22,963   23,756   

２．その他   18,294   18,092   17,538   

計    42,894   41,055   41,295  

無形固定資産    8,861   9,327   9,357  

投資その他の資産            

１．投資有価証券   66,146   64,874   62,462   

２．繰延税金資産   16,913   15,352   17,109   

３．その他   16,868   20,027   17,320   

貸倒引当金   －300   －403   －351   

計    99,627   99,850   96,541  

固定資産合計    151,383 50.3  150,233 50.8  147,194 50.4

資産合計    301,023 100.0  295,968 100.0  292,284 100.0

             

 

 

 

 

 

 

－55－ 



    
前中間会計期間末 

（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成14年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表

（平成14年３月31日） 

区分 

注

記

番

号 

金額（百万円） 
構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

（負債の部）             

Ⅰ 流動負債             

１．支払手形   1,136   1,021   1,427   

２．買掛金 ※４ 14,633   18,095   21,727   

３．短期借入金   5,263   2,799   2,095   

４．長期借入金（一年

以内返済予定） 
  2,000   282   2,370   

５．社債（一年以内償

還予定） 
  10,000   10,000   20,000   

６．未払法人税等   37   30   63   

７．従業員賞与引当金   2,996   2,422   3,329   

８．その他 ※4,6 9,055   19,832   9,134   

流動負債合計    45,122 15.0  54,483 18.4   60,146 20.6

Ⅱ 固定負債             

１．社債   30,000   30,000   20,000   

２．長期借入金   9,785   18,601   9,255   

３．退職給付引当金   30,881   24,027   26,222   

４．その他の引当金 ※２ 395   395   471   

５．その他   1,033   1,000   1,023   

固定負債合計    72,094 23.9  74,024 25.0   56,972 19.5

負債合計    117,217 38.9  128,507 43.4   117,119 40.1

              

（資本の部）             

Ⅰ 資本金    32,306 10.7  － －   32,306 11.0

Ⅱ 資本準備金    35,020 11.7  － －   35,020 12.0

Ⅲ 利益準備金    5,372 1.8  － －   5,372 1.8

Ⅳ その他の剰余金             

１．任意積立金   16,577    －  16,577   

２．中間（当期）未処

分利益 
  92,926    －  85,441   

その他の剰余金合

計 
   109,503 36.4  － －   102,018 34.9

Ⅴ その他有価証券評

価差額金 
   1,601 0.5  － －   533 0.2

Ⅵ 自己株式    － －  － －   －85 －0.0

資本合計    183,805 61.1  － －   175,165 59.9
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前中間会計期間末 

（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成14年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表

（平成14年３月31日） 

区分 

注

記

番

号 

金額（百万円） 
構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

Ⅰ 資本金    － －  32,306 10.9  － －

Ⅱ 資本剰余金            

１．資本準備金   －   35,020   －   

資本剰余金合計    － －  35,020 11.8  － －

Ⅲ 利益剰余金            

１．利益準備金   －   5,372   －   

２．任意積立金   －   16,447   －   

３．中間（当期）未処

分利益 
  －   83,261   －   

利益剰余金合計    － －  105,081 35.5  － －

Ⅳ その他有価証券評

価差額金 
   － －  250 0.1  － －

Ⅴ 自己株式    － －  －5,198 －1.7  － －

資本合計    － －  167,460 56.6  － －

負債資本合計    301,023 100.0  295,968 100.0  292,284 100.0
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②【中間損益計算書】 

    

前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日）

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日）

区分 

注

記

番

号 

金額（百万円） 
百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比

（％）

Ⅰ 売上高     85,740 100.0  83,983 100.0   170,935  

Ⅱ 売上原価     59,024 68.8  62,021 73.8   120,230 70.3

売上総利益     26,716 31.2  21,962 26.2   50,705 29.7

Ⅲ 販売費及び一般管

理費 
    26,616 31.1  24,677 29.4   52,056 30.5

営業利益又は営

業損失 
    100 0.1  －2,714 －3.2   －1,350 －0.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   3,255 3.8  3,152 3.7   6,752 4.0

Ⅴ 営業外費用 ※２   3,215 3.7  2,341 2.8   6,114 3.6

経常利益又は経

常損失 
    139 0.2  －1,904 －2.3   －712 －0.4

Ⅵ 特別利益 ※３   1,487 1.7  8,129 9.7   2,288 1.3

Ⅶ 特別損失 ※４   11,804 13.8  5,083 6.0   15,886 9.3

税引前中間（当

期）純利益又は純

損失 

    －10,177 －11.9  1,141 1.4   －14,311 －8.4

法人税、住民税及

び事業税 
  320  0.4 48   492   

法人税等調整額   －1,363  －1.6 2,490 2,539 3.1 －1,498 －1,005 －0.6

中間（当期）純損

失 
    9,134 －10.7  1,397 －1.7   13,305 －7.8

前期繰越利益     102,061   84,659    102,061  

自己株式消却額     －   －    2,393  

中間配当額     －   －    921  

中間（当期）未処

分利益 
    92,926   83,261    85,441  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

１．資産の評価基準

及び評価方法 

(1)有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

(1)有価証券 

 満期保有目的債券 

―――――― 

(1)有価証券 

 満期保有目的債券 

―――――― 

   子会社株式及び関連会社株式  子会社株式及び関連会社株式  子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法  同左  同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

   同左 

  

  

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

   同左 

時価のないもの 

 同左 

  (2)デリバティブ 

時価法 

(2)デリバティブ 

  同左 

(2)デリバティブ 

  同左 

  (3)たな卸資産 

半製品、原材料 

…総平均法による原価法 

製品、仕掛品 

…個別法による原価法 

貯蔵品 

…最終仕入原価法による原価

法 

但し、一部について、新製品開

発、機種改良により、旧型化し

たもの等につき時価を基準と

して評価替えを行っています。

   なお、これらの評価減額は 

営業外費用に計上していま

す。 

(3)たな卸資産 

半製品、原材料 

同左 

製品、仕掛品 

 同左 

貯蔵品 

同左 

  

但し、一部について、新製

品開発、機種改良により、旧

型化したもの等につき時価

を基準として評価替えを行

っています。 

 なお、これらの評価減額

は、営業外費用に計上してい

ます。 

(3)たな卸資産 

半製品、原材料 

同左 

製品、仕掛品 

 同左 

貯蔵品 

 同左 

  

但し、一部について、新製品

開発、機種改良により、旧型化

したもの等につき時価を基準と

して評価替えを行っています。

 なお、これらの評価減額は、

営業外費用に計上しています。

  （会計処理の変更） 

 製品の評価基準及び評価方

法は、従来、総平均法による原

価法によっていましたが、当中

間会計期間より個別法による

原価法に変更しました。 

 この変更は、顧客需要の多様

化に対応した個別の製品の評

価及び原価管理の重要性が高

まったことを契機に、新たな生

産管理システムを構築したこ

とに伴い、適正な製品評価を通

じてより適正な期間損益を算

定するために行ったものです。

 この変更による損益への影

響は軽微です。 

  （会計処理の変更） 

 製品の評価基準及び評価方法

は、従来、総平均法による原価

法によっていましたが、当期よ

り個別法による原価法に変更し

ました。 

 この変更は、顧客需要の多様

化に対応した個別の製品の評価

及び原価管理の重要性が高まっ

たことを契機に、新たな生産管

理システムを構築したことに伴

い、適正な製品評価を通じてよ

り適正な期間損益を算定するた

めに行ったものです。 

 この変更による損益への影響

は軽微です。 
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項目 

前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 

定率法 

 但し、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額

法を採用しています。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

(1)有形固定資産 

 同左 

(1)有形固定資産 

  同左 

  
  

建物 ３～50年

機械及び装置 ４～７年

  

  

   

   

  

  

  (2)無形固定資産 

定額法 

 但し、自社利用のソフトウ

エアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年間）に

基づく定額法を採用してい

ます。 

(2)無形固定資産 

  同左 

(2)無形固定資産 

  同左 

  (3)長期前払費用 

均等償却 

(3)長期前払費用 

  同左 

(3)長期前払費用 

  同左 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売掛債権その他これに準

ずる債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しています。 

(1)貸倒引当金 

  同左 

(1)貸倒引当金 

 同左 

  (2)従業員賞与引当金 

 従業員に対して支給する

賞与に充てるため、賞与支給

見込額の当中間会計期間負

担分を計上しています。 

(2)従業員賞与引当金 

  同左 

(2)従業員賞与引当金 

 従業員に対して支給する

賞与に充てるため、翌期支給

見込額の当期負担分を計上

しています。 
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項目 

前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

  (3)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しています。 

  過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）によ

る按分額を費用処理しています。

  数理計算上の差異については、

各期の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による按分額をそれぞれ

発生の翌期より費用処理していま

す。 

(3)退職給付引当金 

  同左 

(3)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上し

ています。 

  過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による按分額を処理して

います。また、数理計算上の

差異は、各事業年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）

による按分額を発生の翌事

業年度から費用処理するこ

ととしています。 

  (4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

て、当社内規に基づく中間会計期

間末要支給額を計上しています。

(4)役員退職慰労引当金 

  同左 

(4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給

に備えて、当社内規に基づく

期末要支給額を計上してい

ます。 

  (5)執行役員退職給与引当金 

 執行役員の退職金の支給に備え

て、当社内規に基づく中間会計期

間末要支給額を計上しています。

(5)執行役員退職給与引当金 

  同左 

(5)執行役員退職給与引当金 

 執行役員の退職金の支給

に備えて、当社内規に基づく

期末要支給額を計上してい

ます。 

  (6)債務保証損失引当金 

 債務保証及び保証予約等につい

て、保証先の経営状態を勘案し、

保証契約毎の損失発生の可能性を

個別に判定して損失負担見込額を

計上しています。 

―――――― ―――――― 

４．外貨建の資産又

は負債の本邦通貨

への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しています。 

 同左  外貨建金銭債権債務は、期

末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しています。

５．リース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっていま

す。 

 同左   同左 
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項目 

前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によって

います。なお、為替予約及び

通貨スワップについては振

当処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を、金利ス

ワップについては特例処理

の要件を満たしている場合

は特例処理を採用していま

す。 

(1)ヘッジ会計の方法 

  同左 

(1)ヘッジ会計の方法 

  同左 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 外貨建の貸付金及び予定

取引の為替変動リスクをヘ

ッジするために為替予約又

は通貨スワップを、社債等の

金利変動リスクをヘッジす

るために金利スワップを利

用しています。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

  (3)ヘッジ方針 

 主に、為替変動リスク及び

金利変動リスクを回避する

ためにデリバティブ取引を

利用することを基本方針と

しています。 

(3)ヘッジ方針 

  同左 

(3)ヘッジ方針 

  同左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段の相場変

動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とを比較し、両者の

変動額を基礎にして判断し

ています。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事

項 

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税

抜き方式によっています。

 消費税等の会計処理 

  同左 

 消費税等の会計処理 

  同左 
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表示方法の変更 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

 投資その他の資産の「繰延税金資産」は、前中間期

まで「その他」に含めて表示していましたが、当中間

期末において資産総額の100分の５を超えたため区分

掲記しています。 

 なお、前中間期末の「繰延税金資産」の金額は11,984

百万円です。 

―――――― 

 

追加情報 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

―――――― （自己株式及び法定準備金取崩等

会計） 

 当中間期から「自己株式及び法定

準備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）を適用して

います。これによる当中間期の損益

に与える影響は軽微です。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間期における中間貸借

対照表の資本の部については、改正

後の中間財務諸表等規則により作

成しています。 

 これに伴い、前中間期において資

産の部に計上していた「自己株式」

（流動資産25百万円）は、当中間期

末においては資本に対する控除項

目としています。 

―――――― 

―――――― 

  

  

  

  

  

―――――― 

  

  

  

  

  

（自己株式） 

 前期において資産の部に計上し

ていた「自己株式」（流動資産28百

万円）は、財務諸表等規則の改正に

より当期末においては資本の部の

末尾に表示しています。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 
前中間会計期間末 

（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成14年９月30日） 

前事業年度末 

（平成14年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

69,305百万円 69,389百万円 68,534百万円

※２ その他の引当金の中には、役員退

職慰労引当金280百万円及び執行役

員退職給与引当金114百万円が含ま

れています。 

※２ その他の引当金の中には、役員退

職慰労引当金213百万円及び執行役

員退職給与引当金182百万円が含ま

れています。 

※２ その他の引当金の中には、役員退

職慰労引当金324百万円及び執行役

員退職給与引当金146百万円が含ま

れています。 

※３ 債権譲渡契約に基づく債権流動

化の譲渡残高 

※３ 債権譲渡契約に基づく債権流動

化の譲渡残高 

※３ 債権譲渡契約に基づく債権流動

化の譲渡残高 

  

受取手形譲渡残高 6,285百万円

売掛金譲渡残高 15,219百万円

  

  

受取手形譲渡残高 4,963百万円

 なお、当社に遡及権の及ぶものが

2,382百万円あります。 

  

売掛金譲渡残高 13,285百万円

  

  

受取手形譲渡残高 7,113百万円

 なお、受取手形譲渡残高には、当

社に遡及権の及ぶものが1,345百万

円含まれています。 

売掛金譲渡残高 14,220百万円

  

※４ 当社の仕入先の一部から、支払業

務の委託先である当社関係会社に

対し債権譲渡された売上債権に係

る当社の支払債務3,501百万円を含

んでいます。 

※４ 当社の仕入先の一部から、支払業

務の委託先である当社関係会社に

対し債権譲渡された売上債権に係

る当社の支払債務3,026百万円を含

んでいます。 

※４ 当社の仕入先の一部から、支払業

務の委託先である当社関係会社に

対し債権譲渡された売上債権に係

る当社の支払債務2,278百万円を含

んでいます。 

５ 偶発債務 ５ 偶発債務 ５ 偶発債務 

(1)債務保証 

① 従業員の第一生命保険（相）等か

らのホームローンによる借入金955

百万円の保証を行っています。 

② 下記関係会社の銀行からの借入

金について保証を行っています。 

(1)債務保証 

① 従業員の第一生命保険（相）等か

らのホームローンによる借入金714

百万円の保証を行っています。 

② 下記関係会社の銀行からの借入

金について保証を行っています。 

(1)債務保証 

① 従業員の第一生命保険（相）等か

らのホームローンによる借入金851 

百万円の保証を行っています。 

② 下記関係会社の銀行からの借入

金について保証を行っています。 

  

蘇州横河電表有限公司 

  50百万円

Yokogawa America Do Sul Ltda. 

  431百万円

（ 3,614千米ドル）

計 481百万円

  

  

Yokogawa America Do Sul Ltda. 

  379百万円

（ 3,097千米ドル）

計 379百万円

  

  

Yokogawa America Do Sul Ltda. 

  356百万円

（ 2,675千米ドル）

計 356百万円

  

(2）保証予約等 

① キャッシュレスシステム（業務用

立替個人口座）の従業員借越残高に

対する保証予約 

(2）保証予約等 

① キャッシュレスシステム（業務用

立替個人口座）の従業員借越残高に

対する保証予約 

(2）保証予約等 

① キャッシュレスシステム（業務用

立替個人口座）の従業員借越残高に

対する保証予約 

  

㈱富士銀行 98百万円

  

  

㈱みずほ銀行 109百万円

  

  

㈱富士銀行 97百万円
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前中間会計期間末 

（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成14年９月30日） 

前事業年度末 

（平成14年３月31日） 

② 関係会社の社債発行に対する金

融機関の保証予約等 

② 関係会社の社債発行に対する金

融機関の保証予約等 

② 関係会社の社債発行に対する金

融機関の保証予約等 

  

横河マネジメントサービス㈱ 

  2,000百万円

  

――――――   

横河マネジメントサービス㈱ 

  2,000百万円

  

③ 関係会社等の金融機関からの借

入金に対する保証予約等 

③ 関係会社等の金融機関からの借

入金に対する保証予約等 

③ 関係会社等の金融機関からの借

入金に対する保証予約等 

  

横河マネジメントサービス㈱ 

  10,714百万円

横河エレクトロニクス・マニファク

チャリング㈱ 

  3,822百万円

横河パイオニックス㈱ 

  822百万円

Yokogawa Europe B.V. 

  1,301百万円

その他６社 1,948百万円

計 18,608百万円

  

  

横河マネジメントサービス㈱ 

  10,548百万円

横河エレクトロニクス・マニファク

チャリング㈱ 

  3,301百万円

Yokogawa Europe B.V. 

  1,663百万円

横河パイオニックス㈱ 

  760百万円

その他７社 1,899百万円

計 18,172百万円

  

  

横河マネジメントサービス㈱ 

  10,631百万円

横河エレクトロニクス・マニファク

チャリング㈱ 

  3,600百万円

Yokogawa Europe B.V. 

  1,257百万円

横河パイオニックス㈱ 

  785百万円

その他６社 1,705百万円

計 17,978百万円

  

(注１)横河イビデンコンポーネンツ㈱

は当期において横河エレクトロニク

ス・マニファクチャリング㈱に商号を

変更しています。 

  (注１)横河イビデンコンポーネンツ㈱

は当期において横河エレクトロニク

ス・マニファクチャリング㈱に商号を

変更しています。 

(注２)外貨建保証予約の主な外貨額は

23,856千ダッチギルダー、26,000千人

民元、6,196千オーストラリアドルで

す。 

(注)外貨建保証予約の主な外貨額は

13,915千ユーロ、4,559千米ドル、

21,000千人民元です。 

(注２)外貨建保証予約の主な外貨額は

10,825千ユーロ、21,000千人民元、

2,202千米ドルです。 

※６ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しています。 

※６ 消費税等の取扱い 

  同左 

※６    ───── 
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（中間損益計算書関係） 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの 

  

受取配当金 2,108百万円

諸施設賃貸料 751百万円

  

  

受取配当金 2,021百万円

諸施設賃貸料 681百万円

  

  

受取配当金 4,166百万円

諸施設賃貸料 1,496百万円

  

※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの 

  

社債利息 473百万円

諸施設賃貸費用 488百万円

たな卸資産処分損 637百万円

為替差損 378百万円

損害賠償金 673百万円

  

  

社債利息 408百万円

諸施設賃貸費用 402百万円

たな卸資産処分損 191百万円

為替差損 853百万円

  

  

社債利息 899百万円

諸施設賃貸費用 983百万円

たな卸資産処分損 968百万円

たな卸資産評価損 1,616百万円

損害賠償金 723百万円

  

※３ 特別利益のうち主なもの ※３ 特別利益のうち主なもの ※３ 特別利益のうち主なもの 

  

債務保証損失引当金

戻入額 

910百万円

  

  

関連会社株式売却益 7,237百万円

投資有価証券売却益 352百万円

貸倒引当金戻入額 420百万円

  

  

債務保証損失引当金

戻入額 

910百万円

  

※４ 特別損失のうち主なもの ※４ 特別損失のうち主なもの ※４ 特別損失のうち主なもの 

  

投資有価証券評価損 10,466百万円

  

  

関係会社事業再編損

失 

2,636百万円

投資有価証券評価損 350百万円

子会社株式売却損 359百万円

子会社出資金評価損 1,196百万円

関係会社貸倒引当金

繰入額 

 261百万円

  

  

投資有価証券評価損 5,335百万円

関係会社株式評価損 7,830百万円

  

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

  

有形固定資産 2,536百万円

無形固定資産 1,261百万円

  

  

有形固定資産 2,240百万円

無形固定資産 1,604百万円

  

  

有形固定資産 5,263百万円

無形固定資産 2,724百万円
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（リース取引関係） 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

１．リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

   

  
取得価額

相当額 
(百万円) 

減価償却

累計額相

当額 
(百万円)

中間期末

残高相当

額 
(百万円)

(有形固

定資産)

その他 
1,631 825 806

合計 1,631 825 806

  

  

  
取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額相

当額 
(百万円)

中間期末

残高相当

額 
(百万円)

(有形固

定資産)

その他

835 475 360

合計 835 475 360

  

  

  
取得価額

相当額 
(百万円) 

減価償却

累計額相

当額 
(百万円) 

期末残高

相当額 
(百万円)

(有形固

定資産)

その他 
1,109 692 417

合計 1,109 692 417

  

  (注）取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しています。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

により算定しています。

  (2）未経過リース料中間期末残

高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残

高相当額 

(2)未経過リース料期末残高相

当額 

  
  

１年内 275百万円

１年超 530百万円

合計 806百万円

  

  

１年内 145百万円

１年超 214百万円

合計 360百万円

  

  

１年内 162百万円

１年超 254百万円

合計 417百万円

  

  （注）未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込

み法により算定してい

ます。 

同左 （注）未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支

払利子込み法により算

定しています。 

  (3）支払リース料及び減価償却

費相当額 

(3）支払リース料及び減価償却

費相当額 

(3）支払リース料及び減価償却

費相当額 

  
  

支払リース料 149百万円

減価償却費相当額 149百万円

  

  

支払リース料 88百万円

減価償却費相当額 88百万円

  

  

支払リース料 243百万円

減価償却費相当額 243百万円

  

  (4）減価償却費相当額の算定方

法 

(4）減価償却費相当額の算定方

法 

(4)減価償却費相当額の算定方

法 

   リース期間を耐用年数と

して、残存価額を零とする定

額法によっています。 

同左 同左 
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（リース取引関係） 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

２．オペレーティング・リ

ース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

  
  

１年内 20百万円

１年超 19百万円

合計 39百万円

  

  

１年内 12百万円

１年超 15百万円

合計 28百万円

  

  

１年内 17百万円

１年超 13百万円

合計 31百万円

  

 

（有価証券関係） 

  

前中間会計期間末（平成13年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  
中間貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 － － － 

関連会社株式 5,633 5,410 －223 

合計 5,633 5,410 －223 

  

当中間会計期間末（平成14年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  
中間貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 26 1,360 1,333 

関連会社株式 454 235 －219 

合計 480 1,595 1,114 
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前事業年度末（平成14年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 26 1,840 1,813 

関連会社株式 6,750 6,604 －146 

合計 6,777 8,444 1,667 
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（１株当たり情報） 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日）

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日）

１株当たり純資

産額 
748円14銭 708円86銭 720円96銭 

１株当たり中間

（当期）純損失 
37円18銭 ５円78銭 54円35銭 

潜在株式調整後 

１株当たり中間

（当期）純利益 

 なお、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益

金額については、新株引

受権付社債及び転換社

債を発行していないた

め記載していません。 

 なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、新

株予約権付社債等潜在株式がな

いため記載していません。 

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額

については、新株引受権付

社債及び転換社債を発行

していないため記載して

いません。 

     （追加情報） 

当中間会計期間から、「１株当

たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準第２号）及び

「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第４号）を適用し

ています。 

  

     なお、同会計基準及び適用指針

を前中間会計期間及び前事業年

度に適用して算定した場合の１

株当たり情報については、それぞ

れ以下のとおりとなります。 

  

    前中間会計

期間 

前事業年度

  

１株当たり

純資産額 

748 円 10 銭 

  

１株当たり

純資産額 

720 円 96 銭

  

１株当たり

中間純損失 

37 円 19 銭 

  

１株当たり

当期純損失

54 円 35 銭 
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（注）１株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日）

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日）

１株当たり中間（当期）純損失      

中間（当期）純損失（百万円） － 1,397 － 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 － 1,397 － 

期中平均株式数（千株） － 241,820 － 

  

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

―――――― ―――――― １． 米国JOHNSON CONTROLS社との合弁

契約解消の合意に基づき、平成14年

４月３日に当該合弁会社の全株式

を売却しています。 

売却株式 横河ジョンソンコ 

ントロールズ㈱株式 

売却価額    8,000百万円 

売却簿価     720百万円 

―――――― ―――――― ２． 第三者割当増資の引受 

   平成14年５月14日開催の当社取

締役会において、安藤電気㈱の実施

する第三者割当増資の全額引受を

決議しました。 

   ①発行新株式数 普通株式 

8,000,000株 

   ②発行価額 １株につき570円 

   ③発行価額の総額 4,560百万円

   ④払込期日 平成14年5月30日 

   ⑤当社の保有株数と保有比率 

     増資引受前 10,155,000株

（33.00％） 

増資引受後 18,155,000株

（46.83％） 
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前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

―――――― １．株式交換による安藤電気㈱の完全

子会社化 

(１)株式交換契約の概要 

①株式交換の内容 

当社は、連結子会社の安藤

電気㈱と商法第352条ないし

第363条に定める方法により

株式交換を行いました。 

②株式交換の日 

平成14年10月１日

③株式交換に際して発行する株

式及び割当 

当社は、連結子会社の安藤電

気㈱との株式交換に際して、

普通株式10,926,979株を発行

し、株式交換の日の前日最終

の安藤電気㈱の株主名簿に記

載された株主のうち当社を除

く株主に対して、その所有す

る安藤電気㈱の普通株主１株

につき、当社株式0.53株の割

合をもって割当交付しまし

た。 

④増加した資本金及び資本準

備金額 

 当社は株式交換により資本

金を増加させず、増加した資本

準備金の額は、株式交換の日に

安藤電気㈱に現存する純資産

額に、安藤電気㈱の発行済株式

の総数に対する株式交換によ

り当社に移転する株式の数の

割合を乗じた額となります。そ

の結果、資本準備金は、234百

万円増加しました。 

３．株式交換による安藤電気㈱の完全

子会社化 

  当社と安藤電気㈱は、電子計測

器事業における両社の発展をより

一層加速させる目的で、平成14年5

月14日に両社取締役会において安

藤電気㈱が当社の完全子会社とな

る株式交換契約書の承認を受け、

株式交換契約を締結しました。な

お、平成14年６月27日開催の両社

定時株主総会において同株式交換

契約書の承認を受けました。 
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前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

  （２）安藤電気㈱の概要 

代表者 代表取締役社長  

本橋 正夫 

資本金 9,877百万円（平成14

年９月30日現在） 

住所 東京都大田区蒲田五丁

目29番３号 

  

(1) 株式交換契約の概要 

①株式交換の内容 

 当社は、安藤電気㈱と商法

第352条ないし第363条に定

める方法により株式交換を

行います。 

   ②株式交換の日 

        平成14年10月１日

  ①主な事業内容 

通信用計測機器及び半導体検

査装置等、電気計測器の製

造・販売 

②売上高及び当期純損失（平

成14年９月、中間期） 

 売上高   11,610百万円

 当期純損失  2,599百万円

③資産、負債、資本の状況 

（平成14年９月30日現在） 

 資産合計  27,648百万円

 負債合計  27,207百万円

資本合計    440百万円

   ③株式交換に際して発行する

株式及び割当 

当社は、安藤電気㈱との株

式交換に際して、普通株式

10,926,979株を発行し、株式

交換の日の前日最終の安藤

電気㈱の株主名簿に記載さ

れた株主のうち当社を除く

株主に対して、その所有する

安藤電気㈱の普通株主１株

につき、当社株式0.53株の割

合をもって割当交付します。

上記株式交換比率は、当社

が野村證券㈱に、安藤電気㈱

が㈱新生銀行に、それぞれ算

定を依頼し、その算定結果を

参考にして当事会社間で協

議し、合意したものです。 

 なお、野村證券㈱及び㈱新

生銀行は、当社及び安藤電気

㈱それぞれについて、市場株

価平均法及びDCF法（ディス

カウンテッド・キャッシュ・

フロー法）を用いた上で、こ

れらの分析結果を総合的に

勘案して株式交換比率レン

ジを算定しました。 
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前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

    ④増加すべき資本金及び資本

準備金額 

当社は株式交換により資

本金を増加させず、増加す

べき資本準備金の額は、株

式交換の日に安藤電気㈱に

現存する純資産額に、安藤

電気㈱の発行済株式の総数

に対する株式交換により当

社に移転する株式の数の割

合を乗じた額となります。

    (2) 安藤電気㈱の概要 

代表者 代表取締役社長   

本橋 正夫 

資本金 7,597百万円（平成

14年３月31日現在） 

住所 東京都大田区蒲田五丁

目29番３号 

①主な事業内容 

通信用計測機器及び半導体検

査装置等、電気計測器の製造・

販売 

②売上高及び当期純損失（平成

14年３月期） 

売上高   25,251百万円 

当期純損失 16,805百万円 

③資産、負債、資本の状況 

（平成14年３月31日現在） 

資産合計  35,492百万円 

負債合計  35,977百万円 

資本合計   －485百万円 
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前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

―――――― ２．安藤電気㈱との事業再編 

  平成14年10月１日に、当社は連結

子会社の安藤電気㈱と下記のとおり

事業再編を行いました。 

①当社の通信向け測定器事業を安

藤電気㈱に営業譲渡し、安藤電気

㈱は通信事業分野全体にトータル

なテストソリューションを提案す

る通信測定器事業を推進します。

当該譲渡の内容は次のとおりで

す。 

譲渡した事業の当中間期の売上

高       699百万円 

譲渡した事業の譲渡資産の額 

392百万円 

②安藤電気㈱のハンドラを含むテ

スタ事業を当社に営業譲渡し、当

社は半導体テストソリューション

事業を推進します。 

譲り受けた事業の譲受資産の額

690百万円 

―――――― 

―――――― ３．国内生産体制の再編 

平成14年10月１日開催の当社取締

役会において、国内生産体制の再編

により高付加価値生産体制への転換

を図るため、平成16年３月を目途に、

今後国内生産17拠点を、当社の甲府

工場及び連結子会社の横河エレクト

ロニクス・マニファクチャリング㈱

の小峰工場、青梅工場、駒ヶ根工場

の４拠点に集約する旨決議しまし

た。なお、今後の閉鎖スケジュール

及びそれに係る金額的影響は未定で

す。 

―――――― 
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前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

―――――― ４．社債の発行 

  平成14年11月12日開催の当社取

締役会において、下記のとおり社債

の発行を決議しました。 

(1)発行総額 100億円以下 

(2)発行価格 額面100円につき99

円以上 

(3)発行時期 平成14年11月12日か

ら平成15年２月11日まで 

(4)償還年限 ３年以上７年以内 

(5)引受会社 大和証券ＳＭＢＣ㈱

を主幹事とする引受団 

(6)利率   年2.0%以下 

(7)資金使途 社債償還資金に充当

―――――― 

  

  

(2）【その他】 

     平成 14年 11月 12日開催の取締役会において、平成 14年９月 30日現在の株主名簿
及び実質株主名簿に記載された株主に対し、第 127期（自平成 14年４月１日 至平成 15
年３月 31 日）中間配当金として、一株につき３円 75 銭（総額 885 百万円）を支払うこ
とを決議しました。 
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第６【提出会社の参考情報】 

  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

  

１ 臨時報告書 

 平成14年５月14日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換）基づく臨時報告書です。 

２ 臨時報告書 

 平成14年５月14日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）基づく臨時報告書です。 

３ 訂正発行登録書（普通社債）及びその添付書類 

 平成14年５月14日関東財務局長に提出 

４ 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第126期）（自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日）平成14年６月27日関東財務局長に

提出 

５ 自己株券買付状況報告書 

 平成14年６月27日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成14年３月19日 至 平成14年６月18日） 

６ 自己株券買付状況報告書 

 平成14年６月27日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成14年６月19日 至 平成14年６月27日） 

７ 発行登録追補書類 

 平成14年７月４日関東財務局長に提出 

８ 自己株券買付状況報告書 

 平成14年７月15日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成14年６月27日 至 平成14年６月30日） 

９ 自己株券買付状況報告書 

 平成14年８月８日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成14年７月１日 至 平成14年７月31日） 

10 自己株券買付状況報告書 

 平成14年９月４日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成14年８月１日 至 平成14年８月31日） 

11 発行登録取下届出書 

 平成14年９月27日関東財務局長に提出 

12 発行登録書 

 平成14年９月27日関東財務局長に提出 

13 自己株券買付状況報告書 

 平成14年10月４日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成14年９月１日 至 平成14年９月30日） 

14 自己株券買付状況報告書 

 平成14年11月７日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成14年10月１日 至 平成14年10月31日） 

15 臨時報告書の訂正報告書 

 平成14年11月12日関東財務局長に提出 

平成14年５月14日提出の臨時報告書（株式交換）に係る訂正報告書です。 

16 訂正発行登録書（普通社債）及びその添付書類 

 平成14年11月21日関東財務局長に提出 
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17 臨時報告書の訂正報告書 

 平成14年11月25日関東財務局長に提出 

平成14年５月14日提出の臨時報告書（株式交換）に係る訂正報告書です。 

18 訂正発行登録書（普通社債）及びその添付書類 

 平成14年11月25日関東財務局長に提出 

19 自己株券買付状況報告書 

 平成14年12月３日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成14年11月１日 至 平成14年11月30日） 

20 発行登録追補書類 

 平成14年12月６日関東財務局長に提出 

 

以上 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 
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中  間  監  査  報  告  書 

平成１３年１２月１３日 
横 河 電 機 株 式 会 社 

代表取締役社長   内  田  勲  殿 

中 央 青 山 監 査 法 人 

 

 代表社員 
関与社員 公認会計士 小 原 功 暉 

   

 代表社員 
関与社員 公認会計士 齊 藤 浩 司 

   

 

当監査法人は、証券取引法第 193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

横河電機株式会社の平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成１３年４月１日から平成１３年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。 

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に

係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二

に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連結子会社等については、中

間監査実施基準三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。 

中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認

められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して適用され

ており、また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平

成 11年大蔵省令第 24号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が横河電機株式会社及び連結子会社の平成１３年９月３０日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１３年４月１日から平成１３年９月３０日

まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以  上 
 

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書

提出会社)が別途保管しております。 
 

 

 

 



中  間  監  査  報  告  書 

平成１４年１２月１３日 
横 河 電 機 株 式 会 社 

代表取締役社長   内  田  勲  殿 

中 央 青 山 監 査 法 人 

 

 代表社員 
関与社員 公認会計士 小 原 功 暉 

   

 代表社員 
関与社員 公認会計士 齊 藤 浩 司 

   

 

当監査法人は、証券取引法第 193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

横河電機株式会社の平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。 

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に

係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二

に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連結子会社等については、中

間監査実施基準三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。 

中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認

められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して適用され

ており、また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平

成 11年大蔵省令第 24号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が横河電機株式会社及び連結子会社の平成１４年９月３０日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日

まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以  上 
 

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書

提出会社)が別途保管しております。 
 

 

 

 



中  間  監  査  報  告  書 

平成１３年１２月１３日 
横 河 電 機 株 式 会 社 

代表取締役社長   内  田  勲  殿 

中 央 青 山 監 査 法 人 

 

 代表社員 
関与社員 公認会計士 小 原 功 暉 

   

 代表社員 
関与社員 公認会計士 齊 藤 浩 司 

   

 

当監査法人は、証券取引法第 193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

横河電機株式会社の平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日までの第１２６期事業年度の中間会計期間

（平成１３年４月１日から平成１３年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中

間損益計算書について中間監査を行った。 

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に

係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二

に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認めら

れる中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、

中間財務諸表の表示方法は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 52 年大蔵省令第

38号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が横河電機株式会社の平成１３年９月３０日現在の財政状態及び

同日をもって終了する中間会計期間（平成１３年４月１日から平成１３年９月３０日まで）の経営成績に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 
 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以  上 
 

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書

提出会社)が別途保管しております。 
 

 

 



中  間  監  査  報  告  書 

平成１４年１２月１３日 
横 河 電 機 株 式 会 社 

代表取締役社長   内  田  勲  殿 

中 央 青 山 監 査 法 人 

 

 代表社員 
関与社員 公認会計士 小 原 功 暉 

   

 代表社員 
関与社員 公認会計士 齊 藤 浩 司 

   

 

当監査法人は、証券取引法第 193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

横河電機株式会社の平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの第１２７期事業年度の中間会計期間

（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中

間損益計算書について中間監査を行った。 

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に

係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二

に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認めら

れる中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、

中間財務諸表の表示方法は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 52 年大蔵省令第

38号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が横河電機株式会社の平成１４年９月３０日現在の財政状態及び

同日をもって終了する中間会計期間（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで）の経営成績に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 
 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以  上 
 

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書

提出会社)が別途保管しております。 
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